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第１章 総則 
第１節 目的及び自己評価等 

(大学院の目的) 
第１条 日本体育大学大学院(以下「本学大学院」という。)は、体育及びスポーツ、教科教

育並びに保健医療に関する高度の学術研究により、その深奥をきわめ、学術の応用に貢

献して競技力向上、教科教育の実践並びに保健医療に関する研究を推進するとともに、

高度な学識と研究能力を持った専門家の養成と、社会の多様な分野で活躍し得る人間の

育成を目標とし、スポーツ文化の進展、新たな教科教育学の構築並びに保健医療の推進

と人類の友好・親善に貢献することを目的とする。 
(自己評価等) 

第２条 本学大学院は、前条に規定する目的を達成するため、本学大学院における研究教

育活動等の状況について、絶えず自己点検及び評価を行い、研究教育水準の維持向上に
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努め、その結果を公表し、点検及び評価の結果について、本学大学院職員以外の者によ

る検証を行うよう努めるものとする。 
２ 前項の自己点検及び評価の実施並びに本学大学院職員以外の者による検証に関して必

要な事項は、別に定める。 
第２節 組織及び専攻の目的 

(構成) 
第３条 本学大学院に体育学研究科、体育科学研究科、教育学研究科及び保健医療学研究

科(以下「研究科」という。)を置く。 
２ 体育学研究科、体育科学研究科及び教育学研究科に博士課程を、保健医療学研究科に

修士課程(以下「保健医療学研究科修士課程」という。)及び後期3年の課程のみの博士課

程(以下「保健医療学研究科博士課程」という。)を、それぞれ置く。 
３ 体育学研究科に体育学専攻を、体育科学研究科に体育科学専攻及びコーチング学専攻

を、教育学研究科に実践教科教育学専攻を、保健医療学研究科修士課程に保健医療学専

攻を、保健医療学研究科博士課程に運動器柔道整復学専攻及び救急災害医療学専攻を、

それぞれ置く。 
４ 体育学研究科、体育科学研究科及び教育学研究科の博士課程は、これを前期2年の課程

(以下「博士前期課程」という。)及び後期3年の課程(以下「博士後期課程」という。)に
区分し、博士前期課程は、これを修士課程として取り扱うものとする。 

５ 本学大学院においては、夜間その他特定の時間又は時期において授業又は研究指導を

行う等の適当な方法により教育を行うことができる。 
(課程の目的) 

第４条 博士前期課程及び保健医療学研究科修士課程は、広い視野に立って精深な学識を

授け、専攻分野における研究能力又は高度の専門性を要する職業等に必要な高度の能力

を養うことを目的とする。 
２ 博士後期課程及び保健医療学研究科博士課程は、専攻分野について研究者として自立

して研究活動を行い、又はその他の高度に専門的な業務に従事するに必要な高度の研究

能力及びその基礎となる豊かな学識を養うことを目的とする。 
(専攻の目的) 

第５条 各専攻の目的は次のとおりとする。 
(1) 体育学専攻 
体育科学専攻は、体育及びスポーツに関する高度の学術研究により、その深奥をきわ

め、学術の応用に貢献して競技力向上に関する研究を推進するとともに、高度な学識と

研究能力を持った専門家の養成と、社会の多様な分野で活躍し得る人間の育成を目標と

し、スポーツ文化の進展と人類の友好・親善に貢献することを目的とする。 
(2) 体育科学専攻 

体育科学専攻は、体育及びスポーツに関する高度の学術研究により、その深奥をき

わめ、学術の応用に貢献して競技力向上に関する研究を推進するとともに、高度な学
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識と研究能力を持った専門家の養成と、社会の多様な分野で活躍し得る人間の育成を

目標とし、スポーツ文化の進展と人類の友好・親善に貢献することを目的とする。 
(3) コーチング学専攻 

コーチング学専攻は、コーチング学に関する高度の学術研究により、その深奥をき

わめ、学術の応用に貢献して体育及びスポーツ指導に関する研究を推進するととも

に、最新のコーチング実践の検証を行うことのできる高度な研究能力と新しいコーチ

ング学の開発を担うことできる人材の育成を目標とし、コーチング学の進展と人類の

友好・親善に貢献することを目的とする。 
(4) 実践教科教育学専攻 

実践教科教育学専攻は、教科教育に関する高度の学術研究により、その深奥をきわ

め、学術の応用に貢献して実践的な教育力及び学び続ける教師に関する研究を推進す

るとともに、絶えることなく授業改善を行う教師の養成を目標とし、教科の共通性を

基底に各教科の固有性を保持する新しい教科教育学の構築と人類の友好・親善に貢献

することを目的とする。 
(5) 保健医療学専攻 

保健医療学専攻は、現代医学に精通し、施術所での問題解決能力や安全管理能力、

コミュニケーション能力に優れ、科学的根拠に基づく高度の臨床技量を有する臨床現

場の指導者や柔道整復の教育者・研究者と、高度な医学知識に基づく臨床能力を有

し、病院前救急救命処置と災害医療分野の研究・教育を実践できる人材の育成と人類

の友好・親善に貢献することを目的とする。 
(6) 運動器柔道整復学専攻 

運動器柔道整復学専攻は、柔道整復に関する高度の学術研究により、その深奥をき

わめ、学術の応用に貢献して柔道整復領域の臨床研究を推進するとともに、柔道整復

師の社会的役割を創造し、運動器疾患に対する柔道整復術や予防、運動器の抗老化(ア
ンチエイジング)に取り組み、健康寿命の延長を図る人材の養成を目標とし、柔道整復

領域の学術的基盤の構築と人類の友好・親善に貢献することを目的とする。 
(7) 救急災害医療学専攻 

救急災害医療学専攻は、救急災害医療分野における学術研究により、スポーツ救急

や災害医療システム構築などの臨床・教育現場における研究を推進するとともに、ア

クティブラーニングの実践を通して、地域社会に還元できる人材育成を目標とし、救

急災害医療学の発展と人類の友好・親善に貢献することを目的とする。 
(入学定員及び収容定員) 

第６条 各研究科の入学定員及び収容定員は、次のとおりとする。 
研究科 専攻 博士前期課程 

(又は保健医療学研究科修

士課程) 

博士後期課程 
(又は保健医療学研究科

博士課程) 
入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 
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体育学研究科 体育学専攻 37人 74人 9人 27人 
体育科学研究科 体育科学専攻 学生募集停止 

コーチング学専攻 学生募集停止 
教育学研究科 実践教科教育学専攻 20人 40人 5人 15人
保健医療学研究科 保健医療学専攻 8人 16人  

運動器柔道整復学専

攻 
  2人 6人

救急災害医療学専攻   2人 6人
 

第３節 職員組織及び職務 
(職員の種類) 

第７条 本学大学院に学長、副学長、教授、准教授、助教、助手及び講師、事務職員、技

術職員、その他必要な職員を置くことができる。 
２ 学長は、体育学研究科博士後期課程、体育科学研究科博士後期課程、教育学研究科博

士後期課程及び保健医療学研究科博士課程の研究指導教員の中から、それぞれ研究科長

を選任する。 
３ 第1項の職員の職務については、日本体育大学学則の定めるところによるものとする。

ただし、研究科長は、各研究科に関する事項を掌理し、学長の職務を助ける。 
第４節 運営組織 

(研究科委員会等) 
第８条 本学大学院の重要な事項を審議するため、各研究科に研究科委員会を置く。 
２ 研究科委員会に関して必要な事項は、別に定める。 
３ 本学大学院に、学長の諮問又は研究科委員会が付議する事項について審議するため、

会議及び委員会等を置くことができる。 
４ 前項の会議及び委員会等に関して必要な事項は、別に定める。 

第５節 学年、学期及び休業日等 
(学年) 

第９条 学年は、4月1日に始まり、翌年3月31日に終わる。 
(学期) 

第10条 学年は、次の2学期とする。 
前学期：4月1日から9月30日まで 
後学期：10月1日から翌年3月31日まで 

(休業日) 
第11条 学年中の定期休業日は、次のとおりとする。 

(1) 国民の祝日に関する法律(昭和23年法律第178号)に規定される休日 
(2) 日曜日 
(3) 開学記念日：9月20日 
(4) 夏季休業：7月20日から9月15日まで 
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(5) 冬季休業：12月23日から翌年1月7日まで 
(6) 春季休業：3月11日から3月31日まで 

２ 前項の規定にかかわらず、学長は、必要がある場合には臨時に休業日を設け又は休業

日を変更することができる。 
第２章 学事 

第１節 標準修業年限及び在学年限 
(標準修業年限) 

第12条 体育学研究科博士課程、体育科学研究科博士課程及び教育学研究科博士課程の標

準修業年限は5年とし、博士前期課程の標準修業年限は2年、博士後期課程の標準修業年

限は3年とする。 
２ 保健医療学研究科修士課程の標準修業年限は2年、保健医療学研究科博士課程の標準修

業年限は3年とする。 
(在学年限) 

第13条 博士前期課程及び保健医療学研究科修士課程の学生は4年を、博士後期課程及び保

健医療学研究科博士課程の学生は6年を超えて在学することはできない。ただし、第19条
第2項の規定により入学を許可された者はその在学すべき年数の2倍に相当する年数を超

えて在学することができない。 
第２節 入学、再入学 

(入学資格) 
第14条 博士前期課程及び保健医療学研科修士課程に入学することのできる者は、次の各

号の一に該当するものとする。 
(1) 大学を卒業した者 
(2) 独立行政法人大学改革支援･学位授与機構から、学士の学位を授与された者 
(3) 外国において、学校教育における16年の課程を修了した者 
(4) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより

当該外国の学校教育における16年の課程を修了した者 
(5) 我が国において、外国の大学の課程(その修了者が当該外国の学校教育における16年

の課程を修了したとされるものに限る。)を有するものとして当該外国の学校教育制度

において位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該

課程を修了した者 
(6) 専修学校の専門課程(修業年限が4年以上であることその他の文部科学大臣が定める

基準を満たすものに限る。)で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定め

る日以後に修了した者 
(7) 文部科学大臣の指定した者(昭和28年2月7日文部省告示第5号) 
(8) 大学に3年以上在学し、優れた成績で所定の単位を修得したものと、本学大学院が認

めた者 
(9) 大学を卒業した者と同等以上の学力があると本学大学院が認めた者で、22歳に達し
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た者 
２ 博士後期課程及び保健医療学研究科博士課程に入学することのできる者は、次の各号

の一に該当するものとする。 
(1) 修士の学位を有する者 
(2) 専門職学位を有する者 
(3) 外国において、修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 
(4) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修し、修士の学位

又は専門職学位に相当する学位を授与された者 
(5) 我が国において、外国の大学院の課程を有するものとして当該外国の学校教育制度

において位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該

課程を修了し、修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 
(6) 国際連合大学本部に関する国際連合と日本国との間の協定の実施に伴う特別措置法

第1条第2項に規定する1972年12月11日の国際連合総会決議に基づき設立された国際連

合大学の課程を修了し、修士の学位に相当する学位を授与された者 
(7) 文部科学大臣の指定した者(平成元年9月1日文部省告示第118号) 
(8) 修士の学位又は専門職学位を有する者と同等以上の学力があると本学大学院が認め

た者で、24歳に達した者 
(入学の時期) 

第15条 入学の時期は、学年の始めとする。 
(入学の出願) 

第16条 入学志願者は、入学願書に、所定の入学検定料及び別に定める書類を添えて、出

願しなければならない。 
(入学者の選考及び入学許可) 

第17条 前条の入学志願者については、別に定めるところにより選考を行う。 
(入学手続き等) 

第18条 前条の選考の結果に基づき合格の通知を受けた者は、所定の期日までに入学誓約

書その他所定の書類を提出するとともに、所定の学費等を納付しなければならない。 
２ 所定の期日までに、入学手続をしないとき又は誓約をしないときは、入学の意思がな

いものとして、入学を認めない。 
３ 前2条に規定するもののほか、出願手続き、入学者の選考及び入学手続きについて必要

な事項は、別に定める。 
(再入学) 

第19条 一度退学した者で再入学を志願する者があるときは、学生定員に欠員のある場合

に限り、選考の上、相当年次に入学を許可することがある。 
２ 前項の規定により許可された者の既に履修した履修科目及び単位数の取扱い並びに在

学すべき年数については、研究科委員会の議を経て学長が決定する。 
３ 再入学に関して必要な事項は、別に定める。 
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第３節 教育課程及び履修方法等 
(教育課程) 

第20条 本学大学院の授業科目及び単位数は、別表1から別表9のとおりとする。 
(修得単位) 

第21条 体育学研究科博士前期課程、体育科学研究科博士前期課程、教育学研究科博士前

期課程又は保健医療学研究科修士課程の学生は、前条別表1、別表3、別表5又は別表7に
規定する授業科目及び単位数について、30単位以上を修得しなければならない。 

２ 体育学研究科博士後期課程、体育科学研究科博士後期課程、教育学研究科博士後期課

程又は保健医療学研究科博士課程の学生は前条別表2、別表4、別表6、別表8又は別表9に
規定する授業科目及び単位数について、体育学研究科及び体育科学研究科は12単位以

上、教育学研究科は10単位以上、保健医療学研究科運動器柔道整復学専攻は16単位以

上、救急災害医療学専攻は28単位以上修得しなければならない。 
 

(授業の方法等) 
第22条 授業は、講義、演習、実習若しくは実技又はこれらの併用による多様な方法によ

り実施するものとする。 
２ 授業は、多様なメディアを高度に利用して、当該授業を行なう教室等以外の場所で実

施することができる。 
３ 授業は、外国において履修させることができる。前項の規定により、多様なメディア

を高度に利用して、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させる場合についても同様

とする。 
４ 授業及び研究指導は、本学の校舎及び付属施設以外の場所で行なうことができる。 
 

(単位の計算方法) 
第23条 授業科目の単位数は、1単位の授業科目を45時間の学修を必要とする内容をもって

構成することを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育効果及び授業時間外

に必要な学修等を考慮して、次の基準により計算するものとする。 
(1) 講義及び演習については、15時間から30時間の範囲で本学大学院が定める時間の授

業をもって1単位とする。 
(2) 実験、実習及び実技については、30時間から45時間の範囲で本学大学院が定める時

間の授業をもって1単位とする。 
(3) 一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併

用により行う場合については、その組み合わせに応じ、前2号に規定する基準を考慮し

て単位数を定める。 
２ 前項の規定にかかわらず、修士論文、博士論文作成等に係わる科目については、これ

らに必要な学修等を考慮して単位数を定める。 
(履修科目の登録) 
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第24条 学生は、毎学年始めに、当該年度に履修すべき授業科目を登録しなければならな

い。 
２ 前項により登録した授業科目以外の授業科目は、履修し又は単位を修得することがで

きない。 
(試験及び成績評価等) 

第25条 第26条の試験は、原則として毎学期末又は年度末に、筆記又は口述によって行

う。ただし、各授業科目の担当者が必要と認めるときは、臨時に行うことができる。 
２ 前項の試験の成績は、A・B・C・Dの4種の評語をもって表し、A・B・Cを合格とす

る。 
３ 研究科委員会において、特に必要があると認めるときは、試験方法及び日時を定め

て、追試験を行うことができる。 
(修得単位の認定) 

第26条 授業科目を履修した者については、試験又は研究報告により、評価の上、単位の

修得を認定する。 
(他大学院での修得単位の認定) 

第27条 本学大学院が教育研究上有益と認めるときは、他の大学院及び研究所等(以下「他

の大学院等」という。)又は外国の大学院等との協議に基づき、学生に、当該大学院等の

授業科目を履修すること又は外国の大学院等に留学することを認めることができる。 
２ 前項の規定により、当該大学院等で履修できる期間は、1年以内とする。 
３ 第1項の規定により修得した単位は、体育学研究科、体育科学研究科及び教育学研究科

にあっては博士前期課程及び博士後期課程を通して、保健医療学研究科にあっては保健

医療学研究科修士課程及び保健医療学研究科博士課程を通して6単位を限度として、研究

科委員会の議を経て本学大学院で修得した単位として取り扱うことができる。 
(入学前の既修得単位等の認定) 

第28条 本学大学院が教育研究上有益と認めるときは、学生が本学大学院に入学する前

に、他の大学院等で履修した授業科目について修得した単位(科目等履修生として修得し

た単位を含む。)を、研究科委員会の議を経て、本学大学院に入学した後の本学大学院の

授業科目の履修により修得したものと、みなすことができる。 
２ 前項の規定により、本学大学院で修得した単位として認めることができる単位数は、1

0単位を限度とする。 
(研究指導) 

第29条 本学大学院が、教育研究上有益と認めるときは、他の大学院等との協議に基づ

き、学生に当該他の大学院等において必要な研究指導を受けさせることができる。ただ

し、当該研究指導を受ける期間は、1年を超えないものとする。 
第４節 課程修了及び学位の授与 

(博士前期課程及び保健医療学研究科修士課程の修了の要件) 
第30条 博士前期課程及び保健医療学研究科修士課程の修了の要件は、当該課程に2年以上
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在学し、30単位以上を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、修士論文の審査及び

最終試験に合格することとする。 
  ただし、体育学研究科の体育実践学学位プログラム及びコーチング実践学学位プログ

ラムについては、修士論文に代わり、実践の場における課題についての研究成果の審査

とする。 
２ 前項における修士論文の審査は、課程の目的に応じ適当と認められるときは、特定の

課題についての研究成果の審査に代えることができる。 
(博士後期課程及び保健医療学研究科博士課程の修了の要件) 

第31条 博士後期課程及び保健医療学研究科博士課程の修了の要件は、当該課程に3年以上

在学し、体育学研究科及び体育科学研究科は12単位以上、教育学研究科は10単位以上、

保健医療学研究科運動器柔道整復学専攻は16単位以上、救急災害医療学専攻は28単位以

上を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、博士論文の審査及び最終試験に合格す

ることとする。 
(論文審査及び最終試験) 

第32条 学位論文の審査及び最終試験は日本体育大学学位規程の定めるところにより、研

究科委員会の指名する審査委員会がこれを行うものとする。 
(合否の決定) 

第33条 学位論文及び最終試験の合否は、審査委員会の報告に基づき、研究科委員会が決

定する。 
(学長への報告) 

第34条 研究科長は、前条の結果を学長に報告するものとする。 
(課程修了の認定) 

第35条 学長は、前条の報告に基づき、課程修了の認定を行う。 
(課程修了認定の時期) 

第36条 課程修了の認定は、学年の終わりに行う。ただし、やむを得ない事由により認定

を受けることができなかった者については、次年度の前期の終わりに行うことができ

る。 
(学位の授与) 

第37条 本学大学院の課程を修了した者に対し、修士又は博士の学位を授与する。 
２ 前項に規定するもののほか、博士の学位は、本学大学院に博士論文を提出してその審

査に合格し、かつ、本学大学院博士課程を修了した者と同等以上の学力があると確認さ

れた者にも授与することができる。 
(学位規程) 

第38条 前条の学位に関し必要な事項は、別に定める。 
(教職免許状) 

第39条 高等学校及び中学校教諭一種免許状(保健体育)、小学校教諭一種免許状又は養護教

諭一種免許状を取得している者は、本学大学院で所定の単位を修得した場合、専修免許
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状を取得することができる。 
第５節 休学、復学 

(休学) 
第40条 疾病その他特別の事由により引き続き2カ月以上修学することができない者は、学

長の許可を得て休学することができる。 
２ 学長は、疾病その他特別の事由により修学することが適当でないと認められる者につ

いては、研究科委員会の議を経て、休学を命ずることができる。 
(休学の期間) 

第41条 休学期間は、1年以内とする。ただし、特別の事由があると認められるときは、1
年を限度として休学期間の延長を認めることができる。 

２ 休学期間は、通算して、博士前期課程及び保健医療学研究科修士課程にあっては2年
を、博士後期課程及び保健医療学研究科博士課程にあっては3年を超えることができな

い。 
３ 休学期間は、第12条に規定する修業年限並びに第13条に規定する在学年限に算入しな

い。 
４ 休学期間中の学費は、別に定める額を納入するものとする。 

(復学) 
第42条 休学期間中にその事由が消滅したときは、学長の許可を得て復学することができ

る。 
第６節 転学及び留学 

(転学) 
第43条 他の大学及び大学院等に入学又は転入学を志願する者は、学長の許可を受けなけ

ればならない。 
(留学) 

第44条 外国の大学等で修学することを志願する者は、学長の許可を受けなければならな

い。 
２ 前項の許可を得て留学した期間は、第13条に規定する在学年限に含めることができ

る。 
３ 第27条の規定は、第1項の留学の場合に準用する。 

第７節 退学及び除籍 
(退学) 

第45条 退学しようとする者は、学長の許可を得なければならない。 
(除籍) 

第46条 次の各号の一に該当する者は、学長が除籍する。 
(1) 第13条に規定する在学年限を超えた者 
(2) 第40条第2項に規定する休学期間を超えてなお修学できない者 
(3) 長期間にわたり行方不明の者 
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(4) 授業料その他の学費の納付を怠り、督促してもなお納入する意思の認められない者 
第３章 賞罰 

(学生の表彰) 
第47条 本学大学院は、学業その他の活動において、特に優秀な成績を挙げた者又は特に

善行のあった者等について、研究科委員会の議を経て、学長がこれを表彰することがあ

る。 
２ 前項の学生の表彰に関して必要な事項は、別に定める。 

(学生の懲戒) 
第48条 学生が本学大学院の諸規則に違反し又は学生の本分に反する行為があったと認め

られた者については、研究科委員会の議を経て、学長がこれを懲戒する。 
２ 前項の懲戒は、退学、停学及び訓告の3種類とする。 
３ 前項の退学処分は、次の各号の一に該当する学生について行う。 

(1) 性行不良で改善の見込みがないと認められる者 
(2) 学力劣等で成業の見込みがないと認められる者 
(3) 正当な理由がなく、出席が常でないと認められる者 
(4) 本学大学院の秩序を乱した者又は学生としての本分に反する行為があったと認めら

れる者 
４ 第2項の停学処分の期間は、第13条の在学年限に算入し、第12条の修業年限に算入しな

い。ただし、特別の事情がある場合には、研究科委員会の議を経て、修業年限に算入す

ることができる。 
(学生団体の活動) 

第49条 本学大学院の学生団体の活動で、本学大学院の目的に反すると認められる事態が

生じた場合は、学長は、その団体の活動の停止又は解散を命ずることがある。 
第４章 科目等履修生、特別履修生、委託生、研究生及び外国人留学生 

(科目等履修生) 
第50条 本学大学院所定の授業科目中1科目又は数科目を選んで履修する志願者があるとき

は、研究科の研究教育に妨げのない限り、選考の上、科目等履修生として履修を許可す

ることがある。 
２ 前項の科目等履修生の履修資格は、それぞれの課程区分により、第14条第1項及び第2

項の各号の一に該当する者でなければならない。 
３ 履修科目は、1年を通じて6単位以内とし、履修科目の試験に合格したときは、当該科

目の単位を授与する。 
４ 科目等履修生に関して必要な事項は、別に定める。 

(特別履修生) 
第51条 他の大学院等又は外国の大学院等の学生で、本学大学院の特定の授業科目を履修

する志願者があるときは、当該大学院等との協議に基づき、特別履修生として受け入れ

ることがある。 
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２ 前項の特別履修生に関して必要な事項は、別に定める。 
(委託生) 

第52条 本学大学院は、公の機関又は団体等の職員等であって、当該機関等の委託によ

り、本学大学院研究科において、特定の研究課題について研究する志願者があるとき

は、本学大学院研究科の研究教育に妨げのない限り、選考の上、委託生として受け入れ

ることがある。 
２ 前項の委託生の入学資格は、それぞれの課程区分により、第14条第1項及び第2項の各

号の一に該当する者でなければならない。 
３ 前項の委託生に関して必要な事項は、別に定める。 

(研究生) 
第53条 本学大学院は、研究科において、特定の研究課題について研究する志願者がある

ときは、選考の上、研究生として受け入れることがある。 
２ 前項の研究生の入学資格は、修士若しくは博士の学位を有する者又はこれと同等以上

の学力があると認められる者とする。 
３ 研究生に関して必要な事項は、別に定める。 

(外国人留学生) 
第54条 外国人で、大学院において教育を受ける目的をもって入国し、本学大学院に入学

を志願する者があるときは、選考の上、外国人留学生として入学を許可することができ

る。 
２ 外国人留学生に関して必要な事項は、別に定める。 

第５章 入学金、授業料等の学費、入学検定料並びに奨学金 
(入学者の納入金) 

第55条 本学大学院に入学する者は、入学金、授業料その他所定の学費等を、定められた

期日までに納入しなければならない。 
２ 本学大学院の入学金、授業料その他所定の学費等の種類及び金額、並びに入学検定料

については、別表10の定めるところによる。 
３ 再入学した者の学費は、別に定める場合を除くほか、その者の該当する年次の在学生

と同額とする。 
(本学大学院学生の学費等) 

第56条 本学大学院学生は、別表10に定める授業料その他所定の学費等を、定められた期

日までに納入しなければならない。 
２ 授業料その他所定の学費等の納入方法については、別に定める。 

(授業料の納入) 
第57条 学費のうち、授業料は、次の2期に分けて納入することができる。 

前期分：4月1日から同月30日までの間 
後期分：10月1日から同月31日までの間 

(退学者の学費) 
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第58条 退学者については、その者が在学していた学期までの学費を徴収する。 
(停学者の学費) 

第59条 停学を命ぜられた者の停学期間中の学費は、これを徴収する。 
(既納の納入金) 

第60条 既納の入学検定料並びに入学金、授業料その他所定の学費等の納入金は、いかな

る理由があっても返還しない。ただし、入学辞退者で、別に示す期日までに所定の手続

をして返還を申し出た者に限り、入学金以外の学費を返還する。 
(奨学金) 

第61条 本学大学院は、成績優秀で経済的に恵まれない者を奨学制度のある団体等の奨学

生に推薦するほか、特に優れた資質が認められる学生を、本学大学院の特別奨学生とし

て、授業料その他の学費を減免することがある。 
２ 前項の本学大学院の特別奨学生に関して必要な事項は、別に定める。 

第６章 寄付講座、公開講座及び受託研究等 
(寄付講座) 

第62条 本学大学院は、一般企業等からの寄付を有効に活用し、本学大学院の主体性を維

持しつつ、本学大学院の研究教育の進展及び充実に資するため、寄付講座等を設けるこ

とができる。 
２ 前項の寄付講座等に関して必要な事項は、別に定める。 

(公開講座) 
第63条 本学大学院は、本学大学院における研究教育を広く社会に開放し、本学大学院の

目的達成に資するため、公開講座等を開設することができる。 
２ 前項の公開講座等に関して必要な事項は、別に定める。 

(受託研究等) 
第64条 本学大学院は、本学大学院の研究教育上有意義であり、かつ、本来の研究教育に

支障を生ずるおそれがないと認められる場合、外部機関等からの受託研究及び外部機関

等との共同研究ができる。 
２ 前項の受託研究及び共同研究に関して必要な事項は、別に定める。 

第７章 学則の改正 
(学則の改正) 

第65条 学則の改正は、学部長会の議を経て理事会が行う。 
附 則 

この学則は、昭和50年4月1日から施行する。 
附 則 

この改正は、昭和51年4月1日から施行する。 
附 則 

この改正は、昭和52年4月1日から施行する。 
附 則 

13



学則（全文）－14 

この改正は、昭和53年4月1日から施行する。 
附 則 

この改正は、昭和54年4月1日から施行する。 
附 則 

この学則は、昭和55年4月1日から施行する。 
附 則 

この学則は、昭和56年4月1日から施行する。 
附 則 

この改正は、昭和57年4月1日から施行する。 
附 則 

この学則は、昭和58年7月23日から施行し、昭和55年4月1日から適用する。 
附 則 

この学則は、昭和59年4月1日から施行する。 
附 則 

この学則は、平成2年4月1日から施行する。ただし、入学検定料及び授業料については、

平成2年度入学する者から適用する。 
附 則 

この学則は、平成2年4月1日から施行する。 
附 則 

この学則は、平成2年7月11日から施行し、平成2年4月1日から適用する。 
附 則 

この規程は、平成4年1月22日から施行し、平成3年7月1日から適用する。 
附 則 

この学則は、平成5年4月1日から施行する。ただし、入学検定料については、平成5年度

入学する者から適用する。 
附 則 

この改正学則は、平成7年4月1日から施行する。ただし、入学検定料・授業料等学納金に

ついては、平成7年度入学者から適用する。 
附 則 

この学則は、平成9年4月1日から施行する。 
附 則 

１ この学則は、平成10年4月1日から施行する。 
２ この学則施行の日に在学する者で、既に改正前の学則に基づく教育課程(以下「旧教育

課程」という。)の授業科目を修得している場合は、次の各号に掲げるところにより、改

正後の学則に基づく教育課程(以下「新教育課程」という。)の授業科目の修得とみなす。 
(1) 新教育課程の授業科目名と旧教育課程の授業科目名とが同じ場合は、旧教育課程の

授業科目の修得を新教育課程の相当授業科目の修得とみなす。 
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(2) 次表の右欄に掲げる旧教育課程の授業科目の修得は、同左欄に掲げる新教育課程の

授業科目の修得とみなす。 
新教育課程 旧教育課程 

区分 授業科目 授業科目 コース名 
共通科目 スポーツ科学論 比較体育学特論 体育学コース 

健康科学論 健康科学特論 健康科学コース 
スポーツ文

化・社会科

学系 

外国スポーツ史特論 体育史特論 体育学コース 
外国スポーツ史特論演習 外国体育史演習 体育学コース 
日本スポーツ史特論 スポーツ思想史特論 体育学コース 
日本スポーツ史特論演習 日本体育史演習 体育学コース 
スポーツ教育学特論Ⅰ 体育科教育法特論 保健体育科教育学コース 
スポーツ教育学特論演習Ⅰ 保健体育科教育法演習 保健体育科教育学コース 
スポーツ社会学特論演習 スポーツ社会学演習 体育学コース 
スポーツ法学特論 教育法学特論 保健体育科教育学コース 
スポーツ経営学特論 スポーツ経営管理特論 社会体育学コース 
スポーツ経営学特論演習 スポーツ経営管理演習 社会体育学コース 
スポーツメディア論特論 スポーツマスコミ論特

論 
社会体育学コース 

レジャー・レクリエーション

学特論 
レクリエーション特論 社会体育学コース 

レジャー・レクリエーション

学特論演習 
レジャー・リゾート論

特論 
社会体育学コース 

トレーニン

グ科学系 
トレーニング学特論演習 トレーニング特論演習 スポーツ科学コース 
スポーツ障害・運動処方特論 スポーツ障害・運動処

方実習 
スポーツ運動学コース 

体力学特論 体力学Ⅰ特論 スポーツ科学コース 
コーチング学特論 スポーツ運動学特論 スポーツ運動学コース 
コーチング学特論演習 スポーツ運動学特論演

習 
スポーツ運動学コース 

コーチングⅡ(球技・対人)特
論 

コーチングⅡ(球技)特
論 

スポーツ運動学コース 

コーチングⅣ(水上競技)特論 コーチングⅢ(水泳)特
論 

スポーツ運動学コース 

コーチングⅥ(体操)特論 コーチングⅣ(体操)特
論 

スポーツ運動学コース 

コーチングⅦ(武道・舞踊)特 コーチングⅤ(武道)特 スポーツ運動学コース 
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論 論 
スポーツ・バイオメカニクス

特論演習 
身体動作学特論・実験

実習 
スポーツ運動学コース 

スポーツ心理学特論演習 体育心理学特論演習 体育学コース 
スポーツカウンセリング特論 スポーツ臨床心理学特

論実習 
スポーツ運動学コース 

健康科学・

スポーツ医

科学系 

健康教育学特論 健康管理学特論 健康科学コース 
スポーツ損傷特論 スポーツ障害特論 健康科学コース 

 

(3) 旧教育課程の授業科目のうち新教育課程にないものの修得については、次表の左欄

に掲げる新教育課程の学系の区分ごとの授業科目に編成されているものとして、当該

授業科目の修得とみなす。 
学系及び授業科目の区分 授業科目 

スポーツ文化・社会科学系授業科目 スポーツ集団組織運営論特論 
野外教育特論 
野外教育特論演習 
職場スポーツ特論 
社会体育調査演習 

トレーニング科学系授業科目 体育心理学特論実験 
体力学Ⅰ特論実験 
体力学Ⅱ特論 
スポーツ推計学特論 

健康科学・スポーツ医科学系授業科目 運動生理学特論実験 
環境衛生学特論実験 
保健社会学 
疾病予防特論 
労働衛生学特論 
健康運動指導実習(運動処方含む) 
教育経営管理学特論 
学校保健管理学特論 
学校保健管理学特論演習 
養護教諭特論 
学校保健計画特論 
カウンセリング 

 

(4) 本則第37条に規定する教職免許状に関する授業科目の修得は、新教育課程の相当授

業科目の修得とみなす。 
３ 前項の規定により修得したものとみなされる授業科目ごとの単位数は、次の各号に掲
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げるところによるものとする。 
(1) 新教育課程の単位の計算は、旧教育課程に定める授業科目ごとの単位によって計算

する。 
(2) 旧教育課程の各コースの主学科目の修得単位及び選択学科目の修得単位は、新教育

課程の各学系の授業科目により修得した単位として取り扱う。 
４ 前2項の取扱について疑義が生じた場合は、研究科委員会の議を経て、学長が決定す

る。 
附 則 

この学則は、平成11年2月26日から施行する。 
附 則 

この学則は、平成12年1月21日から施行する。 
附 則 

(施行期日) 
この学則は、平成12年4月1日から施行する。 

附 則 
(施行期日) 
この学則は、平成12年7月7日から施行する。 

附 則 
(施行期日) 
この学則は、平成14年2月22日から施行し、平成13年7月27日から適用する。 

附 則 
(施行日) 
この学則は平成15年4月1日から施行する。 

附 則 
(施行日) 
この学則は、平成17年10月28日から施行する。 

附 則 
(施行日) 
この学則は、平成19年4月1日から施行する。 

附 則 
(施行日) 
この学則は、平成19年5月28日から施行し、平成19年4月1日から適用する。 

附 則 
(施行日) 

１ この学則は、平成23年4月1日から施行する。 
(経過措置) 

２ 改正後の学則は、平成23年度に入学する者から適用し、平成22年度以前の入学生につ
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いては、なお従前の例による。 
附 則 

(施行日) 
この学則は、平成24年12月21日から施行し、平成24年4月1日から適用する。 

附 則 
(施行日) 

１ この学則は、平成26年4月1日から施行する。 
(経過措置) 

２ 改正後の別表2は、平成26年度に博士後期課程に入学する者から適用し、平成25年度以

前に博士後期課程に入学した者については、なお従前の例による。 
附 則 

(施行日) 
この学則は、平成27年4月1日から施行する。 

附 則 
(施行日) 

１ この学則は、平成29年4月1日から施行する。 
(経過措置) 

２ 前項にかかわらず、改正後の別表5は、平成29年度の入学生から適用し、平成28年度以

前の入学生については、なお従前の例による。 
附 則 

(施行日) 
この学則は、平成29年5月30日から施行する。 

附 則 
(施行日) 

１ この学則は、平成30年4月1日から施行する。 
(経過措置) 

２ 前項にかかわらず、改正後の第21条2項、第30条及び別表1並びに別表2は、平成30年
度に入学する者から適用し、平成29年度以前の入学生については、なお従前の例によ

る。 
附 則 

(施行日) 
１ この学則は、平成30年4月1日から施行する。 

(経過措置) 
２ 前項にかかわらず、別表1は平成30年度に入学する者から適用し、平成29年度以前の入

学生については、なお従前の例による。 
附 則 

(施行日) 
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この学則は、平成31年4月1日から施行する。 
附 則 

(施行日) 
１ この学則は、令和2年4月1日から施行する。 

(経過措置) 
２ 前項にかかわらず、別表1は令和2年度に入学する者から適用し、平成31年度以前の入

学生については、なお従前の例による。 
   附 則 
（施行日） 
 この学則は、令和4年4月1日から施行する。 
 
別表１ 

体育学研究科体育学専攻 博士前期課程 
1．体育科学学位プログラム 
ア) 体育スポーツ文化社会学コース 

区分 授業科目 単位 修了所要単位数 備考 
必修 選択 計 

共通

科目 

必修 体育スポーツ科学論A 2 10  10  
体育スポーツ科学論B 2 

体育スポーツ科学論C 2 

体育スポーツ科学研究法 

研究報告演習 

2 

2 

基礎

科目 

必

修 

体育スポーツ文化・社会科学特論 

体育スポーツ文化・社会科学研究

法 

2 6  6  
2     

体育スポーツ文化・社会科学演習 2 

展開

科目 

選択 スポーツ史特論 2  10 10  
スポーツ人類学特論 2 
スポーツ哲学特論 2 
スポーツ社会学特論 2 
スポーツ史特論演習 2 
スポーツ人類学特論演習 
スポーツ哲学特論演習 

2 
2 

スポーツ社会学特論演習 2 
武道学特論 2 
  

研究必修 研究指導Ⅰ 2 4  4  
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指導

科目 
研究指導Ⅱ 2 

計 20 10 30  

別記 
（履修方法） 
共通科目を10単位、所属するコースの基礎科目を6単位、展開科目の中から10単位以上、

研究指導科目を4単位の計30単位以上修得すること。 
なお、展開科目については他の学位プログラム又はコースの展開科目（身体教育・健康

教育コースの選択2～5を除く）を履修し、単位を修得することができる。 
（修了要件） 
2年以上在学し、学位プログラムが定める修了に必要な授業科目を30単位以上修得し、か

つ、必要な研究指導を受けた上、修士論文の審査及び最終試験に合格することとする。 
 

イ)  トレーニング科学コース 
区分 授業科目 単位 修了所要単位数 備考 

必修 選択 計 
共通

科目 
必修 体育スポーツ科学論A 2 10  10  

体育スポーツ科学論B 2 
体育スポーツ科学論C 2 
体育スポーツ科学研究法 
研究報告演習 

2 
2 

基礎
科目 

必
修 

トレーニング科学研究法 
トレーニング科学特論A 

2 6  6  
2     

トレーニング科学特論B 2 
展開

科目 
選択 トレーニング学特論 2  10 10  

スポーツ生理学特論 2 
アスレティックトレーニング学特

論 
2 

スポーツ栄養学特論 2 
スポーツバイオメカニクス特論 2 
スポーツ心理学特論 2 
競技力向上サポート特論 
 

2 
2 

研究

指導

科目 

必修 研究指導Ⅰ 2 4  4  
研究指導Ⅱ 2 
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計 20 10 30  

別記 
（履修方法） 
共通科目を10単位、所属するコースの基礎科目を6単位、展開科目の中から10単位以上、

研究指導科目を4単位の計30単位以上修得すること。 
なお、展開科目については他の学位プログラム又はコースの展開科目（身体教育・健康

教育コースの選択2～5を除く）を履修し、単位を修得することができる。 
（修了要件） 
2年以上在学し、学位プログラムが定める修了に必要な授業科目を30単位以上修得し、か

つ、必要な研究指導を受けた上、修士論文の審査及び最終試験に合格することとする。 
 

ウ) 健康スポーツ医科学コース 
区分 授業科目 単位 修了所要単位数 備考 

必修 選択 計 
共通

科目 
必修 体育スポーツ科学論A 2 10  10  

体育スポーツ科学論B 2 
体育スポーツ科学論C 2 
体育スポーツ科学研究法 
研究報告演習 

2 
2 

基礎
科目 

必
修 

健康スポーツ医科学研究法 
健康スポーツ医科学特論A 
健康スポーツ医科学特論B 

2 6  6  
2 
2 

    

展開

科目 
選択 運動衛生学特論 2  10 10  

スポーツ医学特論 2 
運動生理学特論 2 
発育発達特論 2 
機能解剖学特論 2 
分子運動生理学特論 2 

スポーツ損傷特論 2 
  

研究

指導

科目 

必修 研究指導Ⅰ 2 4  4  
研究指導Ⅱ 2 

計 20 10 30  

別記 
（履修方法） 
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共通科目を10単位、所属するコースの基礎科目を6単位、展開科目の中から10単位以上、

研究指導科目を4単位の計30単位以上修得すること。 
なお、展開科目については他の学位プログラム又はコースの展開科目（身体教育・健康

教育コースの選択2～5を除く）を履修し、単位を修得することができる。 
（修了要件） 
2年以上在学し、学位プログラムが定める修了に必要な授業科目を30単位以上修得し、か

つ、必要な研究指導を受けた上、修士論文の審査及び最終試験に合格することとする。 
 

エ)  身体教育・健康教育コース 
区分 授業科目 単位 修了所要単位数 備考 

必修 選択 計 
共通

科目 
必修 体育スポーツ科学論A 2 10  10  

体育スポーツ科学論B 2 
体育スポーツ科学論C 2 
体育スポーツ科学研究法 
研究報告演習 

2 
2 

基礎
科目 

必修身体教育・健康教育学研究法 
身体教育・健康教育学Ａ 
身体教育・健康教育学Ｂ 

2 6  6  
2 
2 

    

展開

科目 
選択

1 
身体教育学特論 2  6 10  
健康教育学特論 2 
学校保健学特論 2 
公衆衛生学特論 2 
養護教諭特論 2 
インクルーシブ体育特論 2 

教育心理学特論 2 
教育制度学特論 2 
授業づくり特論A 2 
授業づくり特論B 2 
授業づくり特論C 2 
授業づくり特論D 2 
  

選択

2 
プラクティカムⅠ 1  1  

プラクティカムⅠ（養護） 1     

選択

3 
プラクティカムⅡ 1  1  

プラクティカムⅡ（養護） 1   
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選択

4 
プラクティカムⅢ 1  1  

プラクティカムⅢ（養護） 1   

選択

5 
プラクティカムⅣ 1  1  

プラクティカムⅣ（養護） 1     

研究

指導

科目 

必修 研究指導Ⅰ 2 4  4  
研究指導Ⅱ 2 

計 20 10 30  

別記 
（履修方法） 
共通科目を10単位、所属するコースの基礎科目を6単位、展開科目の選択1から6単位以

上、選択2から1単位以上、選択3から1単位以上、選択4から1単位以上、選択5から1単位

以上、研究指導科目を4単位の計30単位以上修得すること。 
なお、展開科目については他の学位プログラム又はコースの展開科目を履修し、単位を

修得することができる。 
（修了要件） 

2年以上在学し、学位プログラムが定める修了に必要な授業科目を30単位以上修得し、か

つ、必要な研究指導を受けた上、修士論文の審査及び最終試験に合格することとする。 
 

オ) スポーツマネジメントコース 
区分 授業科目 単位 修了所要単位数 備考 

必修 選択 計 
共通

科目 
必修 体育スポーツ科学論A 2 10  10  

体育スポーツ科学論B 2 
体育スポーツ科学論C 2 
体育スポーツ科学研究法 
研究報告演習 

2 
2 

基礎
科目 

必
修 

スポーツマネジメント特論 
スポーツマネジメント研究法 

2 6  6  
2     

スポーツマネジメント演習 2 
展開

科目 
選択 トップスポーツマネジメント特論 2  10 10  

スポーツクラブマネジメント特論 2 
健康スポーツマネジメント特論 2 
トップスポーツマネジメント特論

演習 
2 

スポーツクラブマネジメント特論 2 
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演習 
健康スポーツマネジメント特論演

習 
2 

スポーツ政策学特論 
スポーツマーケティング特論 

2 
2 

経営戦略特論 2 
  

研究

指導

科目 

必修 研究指導Ⅰ 2 4  4  
研究指導Ⅱ 2 

計 20 10 30  
別記 
（履修方法） 
共通科目を10単位、所属するコースの基礎科目を6単位、展開科目の中から10単位以上、

研究指導科目を4単位の計30単位以上修得すること。 
なお、展開科目については他の学位プログラム又はコースの展開科目（身体教育・健康

教育コースの選択2～5を除く）を履修し、単位を修得することができる。 
（修了要件） 
2年以上在学し、学位プログラムが定める修了に必要な授業科目を30単位以上修得し、か

つ、必要な研究指導を受けた上、修士論文の審査及び最終試験に合格することとする。 
 
２．体育実践学学位プログラム 

ア) 身体教育・健康教育コース 
区分 授業科目 単位 修了所要単位数 備考 

必修 選択 計 
共通

科目 
必修 体育スポーツ科学論A 2 10  10  

体育スポーツ科学論B 2 
体育スポーツ科学論C 2 
体育スポーツ科学研究法 
研究報告演習 

2 
2 

基礎
科目 

必
修 

身体教育・健康教育学研究法 
身体教育・健康教育学Ａ 
身体教育・健康教育学Ｂ 

2 6  6  
2 
2 

    

展開

科目 
選択

1 
身体教育学特論 2  6 10  
健康教育学特論 2 
学校保健学特論 2 

24



学則（全文）－25 

公衆衛生学特論 2 
養護教諭特論 2 
インクルーシブ体育特論 2 

教育心理学特論 2 
教育制度学特論 2 
授業づくり特論A 2 
授業づくり特論B 2 
授業づくり特論C 2 
授業づくり特論D 2 
  

選択

2 
プラクティカムⅠ 1  1  

プラクティカムⅠ（養護） 1     

選択

3 
プラクティカムⅡ 1  1  

プラクティカムⅡ（養護） 1   

選択

4 
プラクティカムⅢ 1  1  

プラクティカムⅢ（養護） 1   

選択

5 
プラクティカムⅣ 1  1  

プラクティカムⅣ（養護） 1     

研究

指導

科目 

必修 研究指導Ⅰ 2 4  4  
研究指導Ⅱ 2 

計 20 10 30  

別記 
（履修方法） 

共通科目を10単位、所属するコースの基礎科目を6単位、展開科目の中から10単位以上、

研究指導科目を4単位の計30単位以上修得すること。 
なお、展開科目については他の学位プログラム又はコースの展開科目（身体教育・健康

教育コースの選択2～5を除く）を履修し、単位を修得することができる。 
（修了要件） 

2年以上在学し、学位プログラムが定める修了に必要な授業科目を30単位以上修得し、か

つ、必要な研究指導を受けた上、修士論文に代わる実践の場における課題についての研

究成果の審査及び最終試験に合格することとする。 
 
 

イ) スポーツマネジメントコース 
区分 授業科目 単位 修了所要単位数 備考 

25



学則（全文）－26 

必修 選択 計 
共通

科目 
必修 体育スポーツ科学論A 2 10  10  

体育スポーツ科学論B 2 
体育スポーツ科学論C 2 
体育スポーツ科学研究法 
研究報告演習 

2 
2 

基礎
科目 

必
修 

スポーツマネジメント特論 
スポーツマネジメント研究法 

2 6  6  
2     

スポーツマネジメント演習 2 
展開

科目 
選択 トップスポーツマネジメント特論 2  10 10  

スポーツクラブマネジメント特論 2 
健康スポーツマネジメント特論 2 
トップスポーツマネジメント特論

演習 
2 

スポーツクラブマネジメント特論

演習 
2 

健康スポーツマネジメント特論演

習 
2 

スポーツ政策学特論 
スポーツマーケティング特論 

2 
2 

経営戦略特論 2 
  

研究

指導

科目 

必修 研究指導Ⅰ 2 4  4  
研究指導Ⅱ 2 

計 20 10 30  
（履修方法） 
共通科目を10単位、所属するコースの基礎科目を6単位、展開科目の中から10単位以上、

研究指導科目を4単位の計30単位以上修得すること。 
なお、展開科目については他の学位プログラム又はコースの展開科目（身体教育・健康

教育コースの選択2～5を除く）を履修し、単位を修得することができる。 
（修了要件） 

2年以上在学し、学位プログラムが定める修了に必要な授業科目を30単位以上修得し、か

つ、必要な研究指導を受けた上、修士論文に代わる実践の場における課題についての研

究成果の審査及び最終試験に合格することとする。 
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３．コーチング科学学位プログラム 
区分 授業科目 単位 修了所要単位数 備考 

必修 選択 計 
共通

科目 
必修 体育スポーツ科学論A 2 10  10  

体育スポーツ科学論B 2 
体育スポーツ科学論C 2 
体育スポーツ科学研究法 
研究報告演習 

2 
2 

基礎
科目 

必
修 

コーチング学特論 
コーチング学研究法 

2 8  8  
2     

コーチング学演習Ⅰ 
コーチ育成論Ⅰ 

2 
2 

展開

科目 
選択 スポーツの危機管理（ｱﾝﾁﾄﾞｰﾋﾟﾝｸﾞ

を含む） 
2  8 8  

コーチングのエスノグラフィー 2 
コーチングのバイオメカニクス 2 
スポーツ戦術論 2 
個人型スポーツコーチング論 2 
チーム型スポーツコーチング論 2 
対人型スポーツコーチング論 
競技者体力学特論 

2 
2 

コーチング学演習Ⅱ 2 
コーチング実践演習Ⅰ（プラクテ

ィカム） 
2 

コーチのための英語コミュニケー

ション 
2 

コーチ育成論Ⅱ 2 
パフォーマンス分析特論 2 
コーチング実践演習Ⅱ（プラクテ

ィカム） 
2 

  
  

指導

科目 
必修 研究指導Ⅰ 2 4  4  

研究指導Ⅱ 2 
計 22 8 30  

別記 
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（履修方法） 
共通科目を10単位、所属する学位プログラムの基礎科目を8単位、展開科目の中から8単
位以上、研究指導科目を4単位の計30単位以上修得すること。 
なお、展開科目については他の学位プログラムのコースの展開科目（身体教育・健康教

育コースの選択2～5を除く）を履修することができる。 
（修了要件） 

2年以上在学し、学位プログラムが定める修了に必要な授業科目を30単位以上修得し、か

つ、必要な研究指導を受けた上、修士論文の審査及び最終試験に合格することとする。 
 
４．コーチング実践学学位プログラム 
区分 授業科目 単位 修了所要単位数 備考 

必修 選択 計 
共通

科目 
必修 体育スポーツ科学論A 2 10  10  

体育スポーツ科学論B 2 
体育スポーツ科学論C 2 
体育スポーツ科学研究法 
研究報告演習 

2 
2 

基礎
科目 

必修 コーチング学特論 
コーチング学研究法 

2 8  8  
2     

コーチング学演習Ⅰ 
コーチ育成論Ⅰ 

2 
2 

展開

科目 
選択 スポーツの危機管理（ｱﾝﾁﾄﾞｰﾋﾟﾝ

ｸﾞを含む） 
2  8 8  

コーチングのエスノグラフィー 2 
コーチングのバイオメカニクス 2 
スポーツ戦術論 2 
個人型スポーツコーチング論 2 
チーム型スポーツコーチング論 2 
対人型スポーツコーチング論 
競技者体力学特論 

2 
2 

コーチング学演習Ⅱ 2 
コーチング実践演習Ⅰ（プラク

ティカム） 
2 

コーチのための英語コミュニケ

ーション 
2 

コーチ育成論Ⅱ 2 
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パフォーマンス分析特論 2 
コーチング実践演習Ⅱ（プラク

ティカム） 
2 

  
  

指導

科目 
必修 研究指導Ⅰ 2 4  4  

研究指導Ⅱ 2 
計 22 8 30  

別記 
（履修方法） 

共通科目を10単位、所属する学位プログラムの基礎科目を8単位、展開科目の中から8単
位以上、研究指導科目を4単位の計30単位以上修得すること。 
なお、展開科目については他の学位プログラムのコースの展開科目（身体教育・健康教

育コースの選択2～5を除く）を履修することができる。 
（修了要件） 

2年以上在学し、学位プログラムが定める修了に必要な授業科目を30単位以上修得し、か

つ、必要な研究指導を受けた上、修士論文に代わる実践の場における課題についての研

究成果の審査及び最終試験に合格することとする。 
 
 
別表2 

体育学研究科体育学専攻 博士後期課程 
１．体育科学学位プログラム 
ア) 体育スポーツ文化社会学コース 
区分 授業科目 単位数 修了所要単位数 

必修 選択 
 

計 

共通科

目 
研究報告演習 2 2  2 
英語論文ライティング 2   

専修科

目 
体育スポーツ文化社会学特論 2 4  4 
体育スポーツ文化社会学研究法 2 

研究指

導科目 
特別研究指導Ⅰ 2 6  6 
特別研究指導Ⅱ 2 
特別研究指導Ⅲ 2 

計 12  12 
別記  
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（履修方法） 
共通科目から必修科目2単位、所属するコースの専修科目を4単位、研究指導科目を6単位

修得し、計12単位以上修得すること。 
なお、コーチング科学学位プログラム及び他のコースの専修科目を履修することができ

るが、修了要件単位数には含まれない。 
（修了要件） 

3年以上在学し、学位プログラムが定める修了に必要な授業科目を12単位以上修得し、か

つ、必要な研究指導を受けた上、博士論文の審査及び最終試験に合格することとする。 
 
イ) トレーニング科学コース 
区分 授業科目 単位数 修了所要単位数 

必修 選択 
 

計 

共通科

目 
研究報告演習 2 2  2 
英語論文ライティング 2   

専修科

目 
トレーニング科学特論  4  4 
トレーニング科学研究法  

研究指

導科目 
特別研究指導Ⅰ 2 6  6 
特別研究指導Ⅱ 2 
特別研究指導Ⅲ 2 

計 12  12 
別記  

（履修方法） 
共通科目から必修科目2単位、所属するコースの専修科目を4単位、研究指導科目を6単位

修得し、計12単位以上修得すること。 
なお、コーチング科学学位プログラム及び他のコースの専修科目を履修することができ

るが、修了要件単位数には含まれない。 
（修了要件） 

3年以上在学し、学位プログラムが定める修了に必要な授業科目を12単位以上修得し、か

つ、必要な研究指導を受けた上、博士論文の審査及び最終試験に合格することとする。 
 
ウ) 健康スポーツ医科学コース 

区分 授業科目 単位数 修了所要単位数 
必修 選択 

 
計 

共通科 研究報告演習 2 2  2 
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目 英語論文ライティング 2   
専修科

目 
健康スポーツ医科学特論  4  4 
健康スポーツ医科学学研究法  

研究指

導科目 
特別研究指導Ⅰ 2 6  6 
特別研究指導Ⅱ 2 
特別研究指導Ⅲ 2 

計 12  12 
別記  

（履修方法） 
共通科目から必修科目2単位、所属するコースの専修科目を4単位、研究指導科目を6単位

修得し、計12単位以上修得すること。 
なお、コーチング科学学位プログラム及び他のコースの専修科目を履修することができ

るが、修了要件単位数には含まれない。 
（修了要件） 

3年以上在学し、学位プログラムが定める修了に必要な授業科目を12単位以上修得し、か

つ、必要な研究指導を受けた上、博士論文の審査及び最終試験に合格することとする。 
 

エ) 身体教育・健康教育コース 
区分 授業科目 単位数 修了所要単位数 

必修 選択 
 

計 

共通科

目 
研究報告演習 2 2  2 
英語論文ライティング 2   

専修科

目 
身体教育・健康教育学特論  4  4 
身体教育・健康教育学研究法  

研究指

導科目 
特別研究指導Ⅰ 2 6  6 
特別研究指導Ⅱ 2 
特別研究指導Ⅲ 2 

計 12  12 
別記  

（履修方法） 
共通科目から必修科目2単位、所属するコースの専修科目を4単位、研究指導科目を6単位

修得し、計12単位以上修得すること。 
なお、コーチング科学学位プログラム及び他のコースの専修科目を履修することができ

るが、修了要件単位数には含まれない。 
（修了要件） 
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3年以上在学し、学位プログラムが定める修了に必要な授業科目を12単位以上修得し、か

つ、必要な研究指導を受けた上、博士論文の審査及び最終試験に合格することとする。 
 

 ２．コーチング科学学位プログラム 
区分 授業科目 単位数 修了所要単位数 

必修 選択 
 

計 

共通科

目 
研究報告演習 2 2  2 
英語論文ライティング 2   

専修科

目 
コーチ育成特論  4  4 
コーチング学研究法特論  

研究指

導科目 
特別研究指導Ⅰ 2 6  6 
特別研究指導Ⅱ 2 
特別研究指導Ⅲ 2 

計 12  12 
別記  
（履修方法） 
共通科目から必修科目2単位、コーチング科学学位プログラムの専修科目を4単位、研究

指導科目を6単位修得し、計12単位以上修得すること。 
なお、体育科学学位プログラムの専修科目を履修することができるが、修了要件単位数

には含まれない。 
（修了要件） 
3年以上在学し、学位プログラムが定める修了に必要な授業科目を12単位以上修得し、か

つ、必要な研究指導を受けた上、博士論文の審査及び最終試験に合格することとする。 
 

別表3 
体育科学研究科体育科学専攻 博士前期課程 

1．体育科学コース 
ア) スポーツ文化・社会科学系 

区分 授業科目 単位 修了所要単位数 備考 

必修 選択 計 

共

通

科

目 

選

択 

体育科学論ⅠA 2  4 8  

体育科学論ⅠB 2 

体育科学論ⅡA 2 

体育科学論ⅡB 2 
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必

修 

体育科学論演習Ⅰ 2 4   

体育科学論演習Ⅱ 2 

基

礎

科

目 

選

択 

スポーツ史特論Ⅰ 2  6 6  

スポーツ人類学特論Ⅰ 2 

スポーツ哲学特論ⅠA 2 

スポーツ哲学特論ⅠB 2 

スポーツ社会学特論Ⅰ 2 

生涯スポーツ学特論Ⅰ 2 

専

修

科

目 

選

択1 

スポーツ史特論Ⅱ 2  4 12  

スポーツ人類学特論Ⅱ 2 

スポーツ哲学特論ⅡA 2 

スポーツ哲学特論ⅡB 2 

スポーツ社会学特論Ⅱ 2 

生涯スポーツ学特論Ⅱ 2 

選

択2 

スポーツ史特論Ⅲ 2  4  

スポーツ史特論Ⅳ 2 

スポーツ人類学特論Ⅲ 2 

スポーツ人類学特論Ⅳ 2 

スポーツ哲学特論ⅢA 2 

スポーツ哲学特論ⅣA 2 

スポーツ哲学特論ⅢB 2 

スポーツ哲学特論ⅣB 2 

スポーツ社会学特論Ⅲ 2 

スポーツ社会学特論Ⅳ 2 

生涯スポーツ学特論Ⅲ 2 

生涯スポーツ学特論Ⅳ 2 

選

択3 

身体教育学特論 2  4  

武道学特論 2 

スポーツ法学特論 2 

スポーツメディア論特論 2 

スポーツ政策学特論 2 
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スポーツ経営学特論 2 

別記1のとおりとする 2 

研

究

指

導

科

目 

必

修 

研究指導Ⅰ 2 4  4  

研究指導Ⅱ 2 

自

由

科

目 

選

択 

別記2のとおりとする      

計 8 22 30  
別記1 

体育科学コースの全学系(スポーツ文化・社会科学系、トレーニング科学系、健康科

学・スポーツ医科学系)の基礎科目及び専修科目の選択3の授業科目を選択することが

でき、修了要件単位数に含めることができる。 
ただし、自己の所属する学系の科目を除く。 

別記2 
体育実践学コースのスポーツ教育・健康教育学系の基礎科目の授業科目を選択する

ことができる。ただし、修得した単位は修了要件単位数あるいは専修免許状取得に必

要な単位数に含まれない。 
 

イ) トレーニング科学系 

区分 授業科目 単位 修了所要単位数 備考 

必修 選択 計 

共通

科目 

選

択 

体育科学論ⅠA 2  4 8  

体育科学論ⅠB 2 

体育科学論ⅡA 2 

体育科学論ⅡB 2 

必

修 

体育科学論演習Ⅰ 2 4   

体育科学論演習Ⅱ 2 

基礎選 トレーニング学特論Ⅰ 2  6 6  
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科目 択 体力学特論Ⅰ 2 

スポーツ栄養学特論Ⅰ 2 

スポーツバイオメカニクス特論Ⅰ 2 

スポーツ心理学特論Ⅰ 2 

スポーツ測定評価学特論Ⅰ 2 

専修

科目 

選

択1 

トレーニング学特論Ⅱ 2  4 12  

体力学特論Ⅱ 2 

スポーツ栄養学特論Ⅱ 2 

スポーツバイオメカニクス特論Ⅱ 2 

スポーツ心理学特論Ⅱ 2 

スポーツ測定評価学特論Ⅱ 2 

選

択2 

トレーニング学特論Ⅲ 2  4  

トレーニング学特論Ⅳ 2 

体力学特論Ⅲ 2 

体力学特論Ⅳ 2 

スポーツ栄養学特論Ⅲ 2 

スポーツ栄養学特論Ⅳ 2 

スポーツバイオメカニクス特論Ⅲ 2 

スポーツバイオメカニクス特論Ⅳ 2 

スポーツ心理学特論Ⅲ 2 

スポーツ心理学特論Ⅳ 2 

スポーツ測定評価学特論Ⅲ 2 

スポーツ測定評価学特論Ⅳ 2 

選

択3 

競技力向上サポート論A 2  4  

競技力向上サポート論B 2 

コーチング学特論 2 

別記1のとおりとする 2 

研究

指導

科目 

必

修 

研究指導Ⅰ 2 4    

研究指導Ⅱ 2 

自由選 別記2のとおりとする     
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科目 択 

計 8 22 30  
別記1 

体育科学コースの全学系(スポーツ文化・社会科学系、トレーニング科学系、健康科

学・スポーツ医科学系)の基礎科目及び専修科目の選択3の授業科目を選択することが

でき、修了要件単位数に含めることができる。 
ただし、自己の所属する学系の科目を除く。 

別記2 
体育実践学コースのスポーツ教育・健康教育学系の基礎科目の授業科目を選択する

ことができる。ただし、修得した単位は修了要件単位数あるいは専修免許状取得に必

要な単位数に含まれない。 
 

ウ) 健康科学・スポーツ医科学系 

区分 授業科目 単位 修了所要単位数 備考 

必修 選択 計 

共通

科目 

選

択 

体育科学論ⅠA 2  4 8  

体育科学論ⅠB 2 

体育科学論ⅡA 2 

体育科学論ⅡB 2 

必

修 

体育科学論演習Ⅰ 2 4   

体育科学論演習Ⅱ 2 

基礎

科目 

選

択 

運動衛生学特論Ⅰ 2  6 6  

スポーツ医学特論Ⅰ 2 

運動生理学特論Ⅰ 2 

発育発達特論Ⅰ 2 

保健環境学特論Ⅰ 2 

専修

科目 

選

択1 

運動衛生学特論Ⅱ 2  4 12  

スポーツ医学特論Ⅱ 2 

運動生理学特論Ⅱ 2 

発育発達特論Ⅱ 2 

保健環境学特論Ⅱ 2 

選

択2 

運動衛生学特論Ⅲ 2  4 

運動衛生学特論Ⅳ 2 
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スポーツ医学特論Ⅲ 2 

スポーツ医学特論Ⅳ 2 

運動生理学特論Ⅲ 2 

運動生理学特論Ⅳ 2 

発育発達特論Ⅲ 2 

発育発達特論Ⅳ 2 

保健環境学特論Ⅲ 2 

保健環境学特論Ⅳ 2 

選

択3 

健康教育学特論 2  4 

精神保健学特論 2 

保健科教育法特論 2 

運動生化学特論 2 

スポーツ損傷特論 2 

養護教諭特論 2 

別記1のとおりとする 2 

研究

指導

科目 

必

修 

研究指導Ⅰ 2 4  4  

研究指導Ⅱ 2 

自由

科目 

選

択 

別記2のとおりとする      

計 8 22 30  
 

別記1 
体育科学コースの全学系(スポーツ文化・社会科学系、トレーニング科学系、健康科

学・スポーツ医科学系)の基礎科目及び専修科目の選択3の授業科目を選択することが

でき、修了要件単位数に含めることができる。 
ただし、自己の所属する学系の科目を除く。 

別記2 
体育実践学コースのスポーツ教育・健康教育学系の基礎科目の授業科目を選択する

ことができる。ただし、修得した単位は修了要件単位数あるいは専修免許状取得に必

要な単位数に含まれない。 
 

2．体育実践学コース 
ア) スポーツ教育・健康教育学系 
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区分 授業科目 単位 修了所要単位数 備考 

必修 選択 計 

共

通

科

目 

選

択 

体育科学論ⅠA 2  4 8  

体育科学論ⅠB 2 

体育科学論ⅡA 2 

体育科学論ⅡB 2 

必

修 

体育科学論演習Ⅰ 2 4   

体育科学論演習Ⅱ 2 

基

礎

科

目 

選

択 

スポーツ教育論 2  4 4  

健康教育実践学特論 2 

学校保健学特論 2 

養護教諭特論 2 

学校経営論(スクールリーダー論) 2 

学校心理学特論 2 

専

修

科

目 

選

択1 

体育授業観察・評価理論・実習 2  2 14  

学校保健観察・評価理論・実習 2 

選

択2 

体育授業づくり理論・実習 2  4  

保健授業づくり理論・実習 2 

ダンス授業づくり理論・実習 2 

体つくり運動授業づくり理論・実習 2 

野外活動理論・実習 2 

レクリエーション指導理論・実習 2 

インクルーシブ体育指導理論・実習 2 

選

択3 

養護実践学特論演習 2  2  

体育授業づくり演習 2 

保健授業づくり演習 2 

ダンス授業づくり演習 2 

体つくり運動授業づくり演習 2 

野外活動演習 2 

レクリエーション演習 2 

インクルーシブ体育指導理論演習 2 
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選

択4 

プラクティカムⅠ 1  1  

プラクティカムⅠ(養護) 1 

選

択5 

プラクティカムⅡ 1  1  

プラクティカムⅡ(養護) 1 

選

択6 

プラクティカムⅢ 2  2  

プラクティカムⅢ(養護) 2 

選

択7 

プラクティカムⅣ 2  2  

プラクティカムⅣ(養護) 2 

研

究

指

導

科

目 

必

修 

研究指導Ⅰ 2 4  4  

研究指導Ⅱ 2 

自

由

科

目 

選

択 

別記1のとおりとする      

計 8 22 30  
別記1 

体育科学コースの全学系(スポーツ文化・社会科学系、トレーニング科学系、健康科

学・スポーツ医科学系)の基礎科目及び専修科目の選択3の授業科目を選択することが

できる。 
ただし、修得した単位は修了要件単位数あるいは専修免許状取得に必要な単位数に

含まれない。 
 

体育科学研究科コーチング学専攻博士前期課程 

区分 授業科目 単位 修了所要 

単位数 

備考 

必修 選択 計 

共通

科目 

選択 体育科学論ⅠA 2  4 8  

体育科学論ⅠB 2 
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体育科学論ⅡA 2 

体育科学論ⅡB 2 

必修 体育科学論演習Ⅰ 2 4   

体育科学論演習Ⅱ 2 

基礎

科目 

必修 コーチング学特論 4 8  8  

コーチング研究法 2 

コーチング学演習Ⅰ 2 

専修

科目 

選択 スポーツ哲学特論 2  10 10  

スポーツの危機管理(アンチドーピン

グを含む) 

2 

コーチングのエスノグラフィー 2 

コーチングのバイオメカニクス 2 

コーチングの生理学 2 

スポーツ戦術論 2 

個人型スポーツコーチング論 2 

チーム型スポーツコーチング論 2 

対人型スポーツコーチング論 2 

スポーツ心理学特論 2 

トレーニング学特論 2 

競技者体力学特論 2 

スポーツバイオメカニクス特論 2 

スポーツ生理学特論 2 

スポーツ栄養学特論 2 

スポーツ医学特論 2 

スポーツ社会学特論 2 

スポーツマネジメント特論 2 

コーチング学演習Ⅱ 2 

コーチング実践演習(プラクティカム) 2 

コーチのための英語コミュニケーシ

ョン 

2 

研究 必修 研究指導Ⅰ 2 4    
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指導

科目 

研究指導Ⅱ 2 

計 16 14 30  
 

 
別表４ 

体育科学研究科体育科学専攻 博士後期課程 
ア)スポーツ文化・社会科学系 

区分 授業科目 単位数 修了所要単位数 

必修 選択 計 

共通科

目 

体育科学特論演習Ⅰ 1 2  2 

体育科学特論演習Ⅱ 1 

英語論文ライティング 2  

基礎科

目 

文化・社会科学研究法 2 2  2 

専修科

目 

スポーツ史特論 2  2 2 

スポーツ経営学特論 2 

スポーツ哲学特論 2 

スポーツ人類学特論 2 

スポーツ社会学特論 2 

身体教育学特論 2 

研究指

導科目 

特別研究指導Ⅰ 2 6  6 

特別研究指導Ⅱ 2 

特別研究指導Ⅲ 2 

計 10 2 12 
 

別記 共通科目の必修2単位、基礎科目の必修2単位、専修科目から2単位以上、研究指導

科目の必修6単位を選択し、計12単位以上修得すること。 
 
イ)トレーニング科学系 

区分 授業科目 単位数 修了所要単位数 

必修 選択 計 

共通科

目 

体育科学特論演習Ⅰ 1 2  2 

体育科学特論演習Ⅱ 1 
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英語論文ライティング 2  

基礎科

目 

トレーニング科学研究法 2 2  2 

専修科

目 

トレーニング学特論 2  2 2 

スポーツ生理学特論 2 

体力学特論 2 

スポーツ栄養学特論 2 

スポーツバイオメカニクス特論 2 

スポーツ心理学特論 2 

研究指

導科目 

特別研究指導Ⅰ 2 6  6 

特別研究指導Ⅱ 2 

特別研究指導Ⅲ 2 

計 10 2 12 
 

別記 共通科目の必修2単位、基礎科目の必修2単位、専修科目から2単位以上、研究指導

科目の必修6単位を選択し、計12単位以上修得すること。 
 
ウ)健康科学・スポーツ医科学系 

区分 授業科目 単位数 修了所要単位数 

必修 選択 計 

共通科

目 

体育科学特論演習Ⅰ 1 2  2 

体育科学特論演習Ⅱ 1 

英語論文ライティング 2  

基礎科

目 

健康・医科学研究法 2 2  2 

専修科

目 

運動衛生学特論 2  2 2 

運動生理学特論 2 

体力医学特論 2 

健康教育学特論 2 

健康発達学特論 2 

スポーツ損傷と予防特論 2 

障害学特論 2 
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研究指

導科目 

特別研究指導Ⅰ 2 6  6 

特別研究指導Ⅱ 2 

特別研究指導Ⅲ 2 

計 10 2 12 
 

別記 共通科目の必修2単位、基礎科目の必修2単位、専修科目から2単位以上、研究指導

科目の必修6単位を選択し、計12単位以上修得すること。 
 
エ)スポーツ教育・健康教育学系 

区分 授業科目 単位数 修了所要単位数 

必修 選択 計 

共通科

目 

体育科学特論演習Ⅰ 1 2  2 

体育科学特論演習Ⅱ 1 

英語論文ライティング 2  

基礎科

目 

教育学研究法 2 2  2 

専修科

目 

スポーツ教育学特論 2  2 2 

スポーツ教授学・方法学特論 2 

学校保健学特論 2 

公衆衛生学特論 2 

リプロダクティブ・ヘルス特論 2 

研究指

導科目 

特別研究指導Ⅰ 2 6  6 

特別研究指導Ⅱ 2 

特別研究指導Ⅲ 2 

計 10 2 12 
 

別記 共通科目の必修2単位、基礎科目の必修2単位、専修科目から2単位以上、研究指導

科目の必修6単位を選択し、計12単位以上修得すること。 
 

体育科学研究科コーチング学専攻博士後期課程 

区分 授業科目 単位 修了所要 

単位数 

必修 選択 計 

共通科 体育科学特論演習Ⅰ 1 2  12 
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目 体育科学持論演習Ⅱ 1 

基礎科

目 

コーチング研究法Ⅰ(複合・教授学系) 2 2  

専修科

目 

コーチング研究法Ⅱ(スポーツ哲学系) 2  2 

コーチング研究法Ⅲ(歴史・人類学系) 2 

コーチング研究法Ⅳ(心理学系) 2 

コーチング研究法Ⅴ(社会学系) 2 

コーチング研究法Ⅵ(栄養・生理学系) 2 

コーチング研究法Ⅶ(バイオメカニクス系) 2 

コーチング研究法Ⅷ(スポーツ医学系) 2 

研究指

導科目 

特別研究指導Ⅰ 2 6  

特別研究指導Ⅱ 2 

特別研究指導Ⅲ 2 

計 10 2 12 
 

 
別表５ 

教育学研究科実践教科教育学専攻 博士前期課程 

区分 授業科目 単位数 修了所要単位数 備考 

必修 選択 計 

教科

基盤

科目 

教科教育特論 2 10  10 ※別記のとおりとす

る。 教科教育研究法 2 

教科目標論 2 

教科学習指導論 2 

教科評価論 2 

教科

共通

科目 

国語科実践研究 2 10  10 

社会科実践研究 2 

算数科実践研究 2 

理科実践研究 2 

体育科実践研究 2 

教科

選択

国語 国語科特別研究Ⅰ 2  10 10 

国語科特別研究Ⅱ 2 
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科目 国語科学習内容構

成セミナー 

2 

国語科教材開発セ

ミナー 

2 

社会 社会科特別研究Ⅰ 2  

社会科特別研究Ⅱ 2 

社会科学習内容構

成セミナー 

2 

社会科教材開発セ

ミナー 

2 

算数 算数科特別研究Ⅰ 2  

算数科特別研究Ⅱ 2 

算数科学習内容構

成セミナー 

2 

算数科教材開発セ

ミナー 

2 

理科 理科特別研究Ⅰ 2  

理科特別研究Ⅱ 2 

理科学習内容構成

セミナー 

2 

理科教材開発セミ

ナー 

2 

体育 体育科特別研究Ⅰ 2  

体育科特別研究Ⅱ 2 

体育科学習内容構

成セミナー 

2 

体育科教材開発セ

ミナー 

2 

合計  20 10 30 
 

別記：必修科目である教科基盤科目の10単位及び教科共通科目の10単位、教科選択科目

の中から、主となる自己の専門教科で8単位、その他の教科で「○○学習内容構成セミ
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ナー」または「○○教材開発セミナー」のいずれかから2単位以上を修得し、30単位以

上修得すること。 
 

別表６ 
教育学研究科実践教科教育学専攻 博士後期課程 

区分 授業科目 単位数 修了所要単位数 備考 

必修 選択 計  

共通分

野 

カリキュラム開発講究

(国語教育学) 

2  4 4 ※別記のとおりとす

る。 

カリキュラム開発講究

(社会科教育学) 

2 

カリキュラム開発講究

(数学教育学) 

2 

カリキュラム開発講究

(理科教育学) 

2 

カリキュラム開発講究

(体育科教育学) 

2 

専修分

野 

国

語 

カリキュラム開発特

別研究Ⅰ(国語教育

学) 

2  6 6 

カリキュラム開発特

別研究Ⅱ(国語教育

学) 

2 

カリキュラム開発特

別研究Ⅲ(国語教育

学) 

2 

社

会 

カリキュラム開発特

別研究Ⅰ(社会科教

育学) 

2  6 

カリキュラム開発特

別研究Ⅱ(社会科教

育学) 

2 
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カリキュラム開発特

別研究Ⅲ(社会科教

育学) 

2 

数

学 

カリキュラム開発特

別研究Ⅰ(数学教育

学) 

2  6 

カリキュラム開発特

別研究Ⅱ(数学教育

学) 

2 

カリキュラム開発特

別研究Ⅲ(数学教育

学) 

2 

理

科 

カリキュラム開発特

別研究Ⅰ(理科教育

学) 

2  6 

カリキュラム開発特

別研究Ⅱ(理科教育

学) 

2 

カリキュラム開発特

別研究Ⅲ(理科教育

学) 

2 

体

育 

カリキュラム開発特

別研究Ⅰ(体育科教

育学) 

2  6 

カリキュラム開発特

別研究Ⅱ(体育科教

育学) 

2 

カリキュラム開発特

別研究Ⅲ(体育科教

育学) 

2 

合計   10 
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別記：共通分野から、主となる自己の専門教科の科目2単位を含む4単位以上を修得し、

専修分野から主たる専門教科の「カリキュラム開発特別研究Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」6単位を修得

し、10単位以上修得すること。 
 

別表７ 
保健医療学研究科保健医療学専攻 修士課程 

区分 授業科目 単位数 必修／

選択 

備考 修了所要単位

数 

共通科目 保健医療学研究法特論 2 必修  18 

解剖学特論 2 選択 

スポーツ生理学特論 2 選択 

医療英語特論 2 選択 

医療統計学特論 2 必修 

スポーツ救急特論 2 必修 

専門科目高度実践

柔道整復

師コース

運動器外傷学特論 2 選択 

運動器外傷学演習 2 選択 

運動器スポーツ医学特論演習 2 選択 

整復医療実践治療学特論 2 選択 

整復医療実践治療学演習 2 選択 

柔道整復教育学特論演習 2 選択 

救急災害

医療学コ

ース 

救急蘇生医学特論 2 選択 

救急蘇生医学演習 2 選択 

救急災害医学特論 2 選択 

救急災害医学演習 2 選択 

特殊災害医療特論演習 2 選択 

特別研究 保健医療学特別演習Ⅰ 2 必修 ゼミ 12 

保健医療学特別演習Ⅱ 2 必修 ゼミ 

保健医療学特別研究Ⅰ 4 必修 修士論

文 

保健医療学特別研究Ⅱ 4 必修 修士論

文 

合計 46   30 
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別記 高度実践柔道整復師コース生は以下の5つの要件を全て満たすこと。 
①「共通科目」の必修から3科目6単位を修得する。 
②「共通科目」の選択から1科目2単位以上を修得する。 
③「専門科目(高度実践柔道整復師コース)」から5科目10単位以上を修得する。 
④「特別研究」の4科目12単位を修得する。 
⑤必要な研究指導を受けた上で修士論文を提出し、その審査並びに最終試験に合格す

る。 
救急災害医療学コース生は以下の5つの要件を全て満たすこと。 

①「共通科目」の必修から3科目6単位を修得する。 
②「共通科目」の選択から1科目2単位以上を修得する。 
③「専門科目(救急災害医療学コース)」から5科目10単位を修得する。 
④「特別研究」の4科目12単位を修得する。 
⑤必要な研究指導を受けた上で修士論文を提出し、その審査並びに最終試験に合格す

る。 
別表８ 

運動器柔道整復学専攻 博士課程 

区分 授業科目 単位数 必修／選択／

自由 

備考 修了所要単

位数 

専門科目 運動器柔道整復学特講実習 2 選択  4 

運動器柔道整復学演習 2 選択 

運動器スポーツ医学特講 2 選択 

運動器スポーツ医学演習 2 選択 

柔道整復臨床研究法特講 2 選択 

柔道整復教育学特講実習

(教育実習を含む) 

2 選択  

柔道整復指導者のための教

育原理特講 

2 自由  0 

柔道整復指導者のための教

育心理特講 

2 自由 

柔道整復指導者のための教

育方法と教育行政特講 

2 自由 

柔道整復指導者のための人

体の構造と機能特講 

2 自由 
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柔道整復指導者のための疾

病と障害特講Ⅰ 

2 自由 

柔道整復指導者のための疾

病と障害特講Ⅱ 

2 自由 

柔道整復の理念と保健医療

福祉特講 

2 自由 

海外運動器柔道整復学実習 2 自由 

特別指導科目 運動器柔道整復学特別演習

Ⅰ 

2 必修 ゼミ 12 

運動器柔道整復学特別演習

Ⅱ 

2 必修 ゼミ 

運動器柔道整復学特別演習

Ⅲ 

2 必修 ゼミ 

運動器柔道整復学特別研究

Ⅰ 

2 必修 博士論

文 

運動器柔道整復学特別研究

Ⅱ 

2 必修 博士論

文 

運動器柔道整復学特別研究

Ⅲ 

2 必修 博士論

文 

合計 40   16 
 
別記： 専門科目の選択科目から4単位以上、特別指導科目から12単位を修得し、合計16

単位以上を修得すること。 
 

別表９ 
救急災害医療学専攻 博士課程 

区分 授業科目 単位数 必修／選択 備考 修了所要単

位数 

専門科目 救急災害医療学特講 2 必修  4 

救急災害医療学演習 2 選択  

スポーツ救急特講 2 選択  

国際救急・災害システム演2 選択  
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習 

特別指導科目 救急災害医療学特別演習Ⅰ 4 必修 ゼミ 24 

救急災害医療学特別演習Ⅱ 4 必修 ゼミ 

救急災害医療学特別演習Ⅲ 4 必修 ゼミ 

救急災害医療学特別研究Ⅰ 4 必修 博士論

文 

救急災害医療学特別研究Ⅱ 4 必修 博士論

文 

救急災害医療学特別研究Ⅲ 4 必修 博士論

文 

合計 32   28 
 

別記： 専門科目から必修を含む4単位以上、特別指導科目から24単位を修得し、合計28
単位以上を修得すること。 

別表１０(第54条第2項及び第55条第1項関係) 
学費等(体育学研究科、体育科学研究科) 

入学金 300,000円
授業料 738,000円
健康管理費 10,000円

 

入学検定料 35,000円
 

注 
1 入学金は、入学時に納入する。 
2 日本体育大学の卒業生は、入学金の半額を免除する。 
3 博士前期課程又は保健医療学研究科修士課程を修了し、修了翌年度に博士後期課程

に入学する場合には、入学金の全額を免除する。 
4 博士前期課程又は保健医療学研究科修士課程を修了し、博士後期課程に入学する場

合には、入学金の半額を免除する。 
5 授業料及び健康管理費は、毎年次納入する。 
学費等(教育学研究科) 

入学金 300,000円
授業料 800,000円
健康管理費 10,000円

 

入学検定料 35,000円
 

注 
1 入学金は、入学時に納入する。 
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2 日本体育大学の卒業生は、入学金の半額を免除する。 
3 博士前期課程又は保健医療学研究科修士課程を修了し、修了翌年度に博士後期課程

に入学する場合には、入学金の全額を免除する。 
4 博士前期課程又は保健医療学研究科修士課程を修了し、博士後期課程に入学する場

合には、入学金の半額を免除する。 
5 現に小学校教諭である者は、その在職中、授業料のうち10万円を免除する。 
6 授業料及び健康管理費は、毎年次納入する。 
学費等(保健医療学研究科) 

入学金 300,000円
授業料 800,000円
健康管理費 10,000円

 

入学検定料 35,000円
 

注 
1 入学金は、入学時に納入する。 
2 日本体育大学の卒業生は、入学金の半額を免除する。 
3 保健医療学研究科修士課程又は博士前期課程を修了し、修了翌年度に保健医療学研

究科博士課程に入学する者は、入学金の全額を免除する。 
4 保健医療学研究科修士課程又は博士前期課程を修了し、保健医療学研究科博士課程

に入学する者は、入学金の半額を免除する。 
5 授業料及び健康管理費は、毎年次納入する。 
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学則（変更事項） 

日本体育大学大学院学則（案）の変更事項を記載した書類 
 
【変更（改正）理由】 
１．第３条第１項～第４項（構成） 

体育学研究科体育学専攻についてその名称や課程について定めた。 
２．第５条第（専攻の目的） 
  体育学研究科体育学専攻の目的を定めた。 
３．第６条（入学定員及び収容定員） 
  体育学研究科の入学定員及び収容定員を定めた 
４．第７条第２項（職員の種類） 

体育学研究科における研究科長選任対象者を博士課程教員に定めた。 
５．第１２条（標準修業年限） 

体育学研究科博士課程の標準修業年限を定めた。 
６．第１４条（入学資格） 
  外部組織の名称変更に伴い変更した。 
７．第２０条（教育課程） 

別表１、２に、体育学研究科の教育課程を定めたことに伴い、別表番号を変更した。 
８．第２１条第２項（修得単位） 

体育研究科の修得単位を定めた。 
９．第２２条（授業の方法） 
  多様なメディアを利用した授業の実施方法等について定めた。 
10．第２７条第３項（他大学院での修得単位の認定） 

体育科学研究科における他大学院修得単位の認定上限単位数を定めた。 
11．第３０条（博士前期課程及び保健医療学研究科修士課程の修了の要件） 

体育学研究科博士前期課程の修了の要件を定めた。 
12．第３１条（博士後期課程及び保健医療学研究科博士課程の修了の要件） 

体育学研究科博士後期課程の修了の要件を定めた。 
13．第５５条第２項（入学者の納入金） 

上記｢６｣に伴い、学費等に関する別表番号を変更した。 
14．第５６条第１項（本学大学院学生の学費等） 

上記｢６｣に伴い、学費等に関する別表番号を変更した。 
15．別表１（体育学研究科体育学専攻博士前期課程の教育課程） 

別表１として、体育学研究科体育学専攻博士前期課程の教育課程を定めた。 
16．別表２（体育学研究科体育学専攻博士後期課程の教育課程） 

別表２として、体育学研究科体育学専攻博士後期課程の教育課程を定めた。 
17．別表１０（学費等） 
  体育学研究科の学費等について定めた。 
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日本体育大学大学院学則(昭和50年種別なし)新旧対照表 

改正後（案） 現行 

○日本体育大学大学院学則 ○日本体育大学大学院学則 
昭和50年4月1日 昭和50年4月1日 

制定 制定 

目次 目次 

第１章 総則(第1条―第11条) 第１章 総則(第1条―第11条) 

第１節 目的及び自己評価等(第1条―第2条) 第１節 目的及び自己評価等(第1条―第2条) 

第２節 組織及び専攻の目的(第3条―第6条) 第２節 組織及び専攻の目的(第3条―第6条) 

第３節 職員組織及び職務(第7条) 第３節 職員組織及び職務(第7条) 

第４節 運営組織(第8条) 第４節 運営組織(第8条) 

第５節 学年、学期及び休業日等(第9条―第11条) 第５節 学年、学期及び休業日等(第9条―第11条) 

第２章 学事(第12条―第45条) 第２章 学事(第12条―第45条) 

第１節 標準修業年限及び在学年限(第12条―第1
3条) 

第１節 標準修業年限及び在学年限(第12条―第1
3条) 

第２節 入学、再入学(第14条―第19条) 第２節 入学、再入学(第14条―第19条) 

第３節 教育課程及び履修方法等(第20条―第29
条) 

第３節 教育課程及び履修方法等(第20条―第28
条) 

第４節 課程修了及び学位の授与(第30条―第39
条) 

第４節 課程修了及び学位の授与(第29条―第38
条) 

第５節 休学、復学(第40条―第42条) 第５節 休学、復学(第39条―第41条) 

第６節 転学及び留学(第43条―第44条) 第６節 転学及び留学(第42条―第43条) 

第７節 退学及び除籍(第45条―第46条) 第７節 退学及び除籍(第44条―第45条) 

第３章 賞罰(第47条―第49条) 第３章 賞罰(第46条―第48条) 

第４章 科目等履修生、特別履修生、委託生、研究

生及び外国人留学生(第50条―第54条) 
第４章 科目等履修生、特別履修生、委託生、研究

生及び外国人留学生(第49条―第53条) 

第５章 入学金、授業料等の学費、入学検定料並び

に奨学金(第55条―第61条) 
第５章 入学金、授業料等の学費、入学検定料並び

に奨学金(第54条―第60条) 

第６章 寄付講座、公開講座及び受託研究等(第62条
―第64条) 

第６章 寄付講座、公開講座及び受託研究等(第61条
―第63条) 

第７章 学則の改正(第65条) 第７章 学則の改正(第64条) 

附則 附則 

第１章 総則 第１章 総則 

第１節 目的及び自己評価等 第１節 目的及び自己評価等 
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第１条～第２条（略） 第１条～第２条（略）  

第２節 組織及び専攻の目的 第２節 組織及び専攻の目的 

(構成) (構成) 

第３条 本学大学院に体育学研究科、体育科学研究科、

教育学研究科及び保健医療学研究科(以下「研究科」

という。)を置く。 

第３条 本学大学院に（挿入）体育科学研究科、教育

学研究科及び保健医療学研究科(以下「研究科」とい

う。)を置く。 

２ 体育学研究科、体育科学研究科及び教育学研究科

に博士課程を、保健医療学研究科に修士課程(以下「保

健医療学研究科修士課程」という。)及び後期3年の課

程のみの博士課程(以下「保健医療学研究科博士課程」

という。)を、それぞれ置く。 

２ （挿入）体育科学研究科及び教育学研究科に博士

課程を、保健医療学研究科に修士課程(以下「保健医

療学研究科修士課程」という。)及び後期3年の課程の

みの博士課程(以下「保健医療学研究科博士課程」と

いう。)を、それぞれ置く。 

３ 体育学研究科に体育学専攻を、体育科学研究科に

体育科学専攻及びコーチング学専攻を、教育学研究

科に実践教科教育学専攻を、保健医療学研究科修士

課程に保健医療学専攻を、保健医療学研究科博士課

程に運動器柔道整復学専攻及び救急災害医療学専攻

を、それぞれ置く。 

３ （挿入）体育科学研究科に体育科学専攻及びコー

チング学専攻を、教育学研究科に実践教科教育学専

攻を、保健医療学研究科修士課程に保健医療学専攻

を、保健医療学研究科博士課程に運動器柔道整復学

専攻及び救急災害医療学専攻を、それぞれ置く。 

４ 体育学研究科、体育科学研究科及び教育学研究科

の博士課程は、これを前期2年の課程(以下「博士前期

課程」という。)及び後期3年の課程(以下「博士後期

課程」という。)に区分し、博士前期課程は、これを

修士課程として取り扱うものとする。 

４ （挿入）体育科学研究科及び教育学研究科の博士

課程は、これを前期2年の課程(以下「博士前期課程」

という。)及び後期3年の課程(以下「博士後期課程」

という。)に区分し、博士前期課程は、これを修士課

程として取り扱うものとする。 

５ 本学大学院においては、夜間その他特定の時間又

は時期において授業又は研究指導を行う等の適当な

方法により教育を行うことができる。 

５ 本学大学院においては、夜間その他特定の時間又

は時期において授業又は研究指導を行う等の適当な

方法により教育を行うことができる。 

第４条（略）  第４条（略） 

(専攻の目的) (専攻の目的) 

第５条 各専攻の目的は次のとおりとする。 
(1) 体育学専攻 

体育科学専攻は、体育及びスポーツに関する高度

の学術研究により、その深奥をきわめ、学術の応用

に貢献して競技力向上に関する研究を推進するとと

もに、高度な学識と研究能力を持った専門家の養成

と、社会の多様な分野で活躍し得る人間の育成を目

標とし、スポーツ文化の進展と人類の友好・親善に

貢献することを目的とする。 

第５条 各専攻の目的は次のとおりとする。 
（新設） 
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(2) 体育科学専攻 (1) 体育科学専攻 

（略） （略） 

(3) コーチング学専攻 (2) コーチング学専攻 

（略） （略） 

(4) 実践教科教育学専攻 (3) 実践教科教育学専攻 

（略） （略） 

(5) 保健医療学専攻 (4) 保健医療学専攻 

（略） （略） 

(6) 運動器柔道整復学専攻 (5) 運動器柔道整復学専攻 

（略） （略） 

(7) 救急災害医療学専攻 (6) 救急災害医療学専攻 

（略） （略） 

(入学定員及び収容定員) (入学定員及び収容定員) 

第６条 各研究科の入学定員及び収容定員は、次のと

おりとする。 
第６条 各研究科の入学定員及び収容定員は、次のと

おりとする。 

研究科 専攻 博士前期

課程 
(又は保健

医療学研

究科修士

課程) 

博士後期課

程 
(又は保健

医療学研究

科博士課

程) 
入学

定員 
収容

定員 
入学

定員 
収容

定員 
体育学研究

科 
体育学専攻 37人 74人 9人 27人 

体育科学研

究科 
体育科学専攻 学生募集停止 
コーチング学専攻 学生募集停止 

教育学研究

科 
実践教科教育学専

攻 
20人 40人 5人 15人

保健医療学

研究科 
保健医療学専攻 8人 16人  
運動器柔道整復学

専攻 
  2人 6人

救急災害医療学専

攻 
  2人 6人

 

研究科 専攻 博士前期

課程 
(又は保健

医療学研

究科修士

課程) 

博士後期課

程 
(又は保健

医療学研究

科博士課

程) 
入学

定員 
収容

定員 
入学

定員 
収容

定員 
（新設） （新設） （新

設） 
（新

設） 
（新

設） 
（新

設） 
体育科学研

究科 
体育科学専攻 25人 50人 6人 18人
コーチング学専攻 12人 24人 3人 9人

教育学研究

科 
実践教科教育学専

攻 
20人 40人 5人 15人

保健医療学

研究科 
保健医療学専攻 8人 16人  
運動器柔道整復学

専攻 
  2人 6人

救急災害医療学専

攻 
  2人 6人

 

第３節 職員組織及び職務 第３節 職員組織及び職務 
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(職員の種類) (職員の種類) 

第７条 本学大学院に学長、副学長、教授、准教授、

助教、助手及び講師、事務職員、技術職員、その他

必要な職員を置くことができる。 

第７条 本学大学院に学長、副学長、教授、准教授、

助教、助手及び講師、事務職員、技術職員、その他

必要な職員を置くことができる。 

２ 学長は、体育学研究科博士後期課程、体育科学研

究科博士後期課程、教育学研究科博士後期課程及び

保健医療学研究科博士課程の研究指導教員の中か

ら、それぞれ研究科長を選任する。 

２ 学長は、（挿入）体育科学研究科博士後期課程、

教育学研究科博士後期課程及び保健医療学研究科博

士課程の研究指導教員の中から、それぞれ研究科長

を選任する。 

３ 第1項の職員の職務については、日本体育大学学則

の定めるところによるものとする。ただし、研究科

長は、各研究科に関する事項を掌理し、学長の職務

を助ける。 

３ 第1項の職員の職務については、日本体育大学学則

の定めるところによるものとする。ただし、研究科

長は、各研究科に関する事項を掌理し、学長の職務

を助ける。 

第４節 運営組織 第４節 運営組織 

第８条～第11条（略）  第８条～第11条（略）  

第２章 学事 第２章 学事 

第１節 標準修業年限及び在学年限 第１節 標準修業年限及び在学年限 

(標準修業年限) (標準修業年限) 

第12条 体育学研究科博士課程、体育科学研究科博士

課程及び教育学研究科博士課程の標準修業年限は5
年とし、博士前期課程の標準修業年限は2年、博士後

期課程の標準修業年限は3年とする。 

第12条 （挿入）体育科学研究科博士課程及び教育学

研究科博士課程の標準修業年限は5年とし、博士前期

課程の標準修業年限は2年、博士後期課程の標準修業

年限は3年とする。 

２ 保健医療学研究科修士課程の標準修業年限は2年、

保健医療学研究科博士課程の標準修業年限は3年と

する。 

２ 保健医療学研究科修士課程の標準修業年限は2年、

保健医療学研究科博士課程の標準修業年限は3年と

する。 

第13条（略） 第13条（略）  

第２節 入学、再入学 第２節 入学、再入学 

(入学資格) (入学資格) 

第14条 博士前期課程及び保健医療学研究科修士課程

に入学することのできる者は、次の各号の一に該当

するものとする。 

第14条 博士前期課程及び保健医療学研究科修士課程

に入学することのできる者は、次の各号の一に該当

するものとする。 

(1) 大学を卒業した者 (1) 大学を卒業した者 

(2) 独立行政法人大学改革支援･学位授与機構から、

学士の学位を授与された者 
(2) 大学評価・学位授与機構から、学士の学位を授

与された者 

(3) 外国において、学校教育における16年の課程を

修了した者 
(3) 外国において、学校教育における16年の課程を

修了した者 
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(4) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を

我が国において履修することにより当該外国の学

校教育における16年の課程を修了した者 

(4) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を

我が国において履修することにより当該外国の学

校教育における16年の課程を修了した者 

(5) 我が国において、外国の大学の課程(その修了者

が当該外国の学校教育における16年の課程を修了

したとされるものに限る。)を有するものとして当

該外国の学校教育制度において位置付けられた教

育施設であって、文部科学大臣が別に指定するも

のの当該課程を修了した者 

(5) 我が国において、外国の大学の課程(その修了者

が当該外国の学校教育における16年の課程を修了

したとされるものに限る。)を有するものとして当

該外国の学校教育制度において位置付けられた教

育施設であって、文部科学大臣が別に指定するも

のの当該課程を修了した者 

(6) 専修学校の専門課程(修業年限が4年以上である

ことその他の文部科学大臣が定める基準を満たす

ものに限る。)で文部科学大臣が別に指定するもの

を文部科学大臣が定める日以後に修了した者 

(6) 専修学校の専門課程(修業年限が4年以上である

ことその他の文部科学大臣が定める基準を満たす

ものに限る。)で文部科学大臣が別に指定するもの

を文部科学大臣が定める日以後に修了した者 

(7) 文部科学大臣の指定した者(昭和28年2月7日文

部省告示第5号) 
(7) 文部科学大臣の指定した者(昭和28年2月7日文

部省告示第5号) 

(8) 大学に3年以上在学し、優れた成績で所定の単位

を修得したものと、本学大学院が認めた者 
(8) 大学に3年以上在学し、優れた成績で所定の単位

を修得したものと、本学大学院が認めた者 

(9) 大学を卒業した者と同等以上の学力があると本

学大学院が認めた者で、22歳に達した者 
(9) 大学を卒業した者と同等以上の学力があると本

学大学院が認めた者で、22歳に達した者 

２ 博士後期課程及び保健医療学研究科博士課程に入

学することのできる者は、次の各号の一に該当する

ものとする。 

２ 博士後期課程及び保健医療学研究科博士課程に入

学することのできる者は、次の各号の一に該当する

ものとする。 

(1) 修士の学位を有する者 (1) 修士の学位を有する者 

(2) 専門職学位を有する者 (2) 専門職学位を有する者 

(3) 外国において、修士の学位又は専門職学位に相

当する学位を授与された者 
(3) 外国において、修士の学位又は専門職学位に相

当する学位を授与された者 

(4) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を

我が国において履修し、修士の学位又は専門職学

位に相当する学位を授与された者 

(4) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を

我が国において履修し、修士の学位又は専門職学

位に相当する学位を授与された者 

(5) 我が国において、外国の大学院の課程を有する

ものとして当該外国の学校教育制度において位置

付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別

に指定するものの当該課程を修了し、修士の学位

又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

(5) 我が国において、外国の大学院の課程を有する

ものとして当該外国の学校教育制度において位置

付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別

に指定するものの当該課程を修了し、修士の学位

又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

(6) 国際連合大学本部に関する国際連合と日本国と

の間の協定の実施に伴う特別措置法第1条第2項に

(6) 国際連合大学本部に関する国際連合と日本国と

の間の協定の実施に伴う特別措置法第1条第2項に
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規定する1972年12月11日の国際連合総会決議に

基づき設立された国際連合大学の課程を修了し、

修士の学位に相当する学位を授与された者 

規定する1972年12月11日の国際連合総会決議に

基づき設立された国際連合大学の課程を修了し、

修士の学位に相当する学位を授与された者 

(7) 文部科学大臣の指定した者(平成元年9月1日文

部省告示第118号) 
(7) 文部科学大臣の指定した者(平成元年9月1日文

部省告示第118号) 

(8) 修士の学位又は専門職学位を有する者と同等以

上の学力があると本学大学院が認めた者で、24歳
に達した者 

(8) 修士の学位又は専門職学位を有する者と同等以

上の学力があると本学大学院が認めた者で、24歳
に達した者 

第15条～第19条（略）  第15条～第19条（略）  

第３節 教育課程及び履修方法等 第３節 教育課程及び履修方法等 

(教育課程) (教育課程) 

第20条 本学大学院の授業科目及び単位数は、別表1か
ら別表9のとおりとする。 

第20条 本学大学院の授業科目及び単位数は、別表1か
ら別表7のとおりとする。 

(修得単位) (修得単位) 

第21条 体育学研究科博士前期課程、体育科学研究科

博士前期課程、教育学研究科博士前期課程又は保健

医療学研究科修士課程の学生は、前条別表1、別表3、
別表5又は別表7に規定する授業科目及び単位数につ

いて、30単位以上を修得しなければならない。 

第21条 （挿入）体育科学研究科博士前期課程、教育

学研究科博士前期課程又は保健医療学研究科修士課

程の学生は、前条別表1、別表3又は別表5に規定する

授業科目及び単位数について、30単位以上を修得し

なければならない。 

２ 体育学研究科博士後期課程、体育科学研究科博士

後期課程、教育学研究科博士後期課程又は保健医療

学研究科博士課程の学生は前条別表2、別表4、別表6、
別表8又は別表9に規定する授業科目及び単位数につ

いて、体育学研究科及び体育科学研究科は12単位以

上、教育学研究科は10単位以上、保健医療学研究科

運動器柔道整復学専攻は16単位以上、救急災害医療

学専攻は28単位以上修得しなければならない。 
 

(授業の方法等) 
第22条 授業は、講義、演習、実習若しくは実技又は

これらの併用による多様な方法により実施するもの

とする。 
２ 授業は、多様なメディアを高度に利用して、当該

授業を行なう教室等以外の場所で実施することがで

きる。 
３ 授業は、外国において履修させることができる。

前項の規定により、多様なメディアを高度に利用し

２ （挿入）体育科学研究科博士後期課程、教育学研

究科博士後期課程又は保健医療学研究科博士課程の

学生は前条別表2、別表4、別表6又は別表7に規定す

る授業科目及び単位数について、（挿入）体育科学

研究科は12単位以上、教育学研究科は10単位以上、

保健医療学研究科運動器柔道整復学専攻は16単位以

上、救急災害医療学専攻は28単位以上修得しなけれ

ばならない。 
 
（新設） 

59



学則（新旧）－7 

て、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させる

場合についても同様とする。 
４ 授業及び研究指導は、本学の校舎及び付属施設以

外の場所で行なうことができる。 

第23条～第26条（略） 第22条（略）～第25条（略） 

(他大学院での修得単位の認定) (他大学院での修得単位の認定) 

第27条 本学大学院が教育研究上有益と認めるとき

は、他の大学院及び研究所等(以下「他の大学院等」

という。)又は外国の大学院等との協議に基づき、学

生に、当該大学院等の授業科目を履修すること又は

外国の大学院等に留学することを認めることができ

る。 

第26条 本学大学院が教育研究上有益と認めるとき

は、他の大学院及び研究所等(以下「他の大学院等」

という。)又は外国の大学院等との協議に基づき、学

生に、当該大学院等の授業科目を履修すること又は

外国の大学院等に留学することを認めることができ

る。 

２ 前項の規定により、当該大学院等で履修できる期

間は、1年以内とする。 
２ 前項の規定により、当該大学院等で履修できる期

間は、1年以内とする。 

３ 第1項の規定により修得した単位は、体育学研究

科、体育科学研究科及び教育学研究科にあっては博

士前期課程及び博士後期課程を通して、保健医療学

研究科にあっては保健医療学研究科修士課程及び保

健医療学研究科博士課程を通して6単位を限度とし

て、研究科委員会の議を経て本学大学院で修得した

単位として取り扱うことができる。 

３ 第1項の規定により修得した単位は、（挿入）体育

科学研究科及び教育学研究科にあっては博士前期課

程及び博士後期課程を通して、保健医療学研究科に

あっては保健医療学研究科修士課程及び保健医療学

研究科博士課程を通して6単位を限度として、研究科

委員会の議を経て本学大学院で修得した単位として

取り扱うことができる。 

(入学前の既修得単位等の認定) (入学前の既修得単位等の認定) 

第28条（略） 第27条（略） 

第29条（略） 第28条（略） 

第４節 課程修了及び学位の授与 第４節 課程修了及び学位の授与 

(博士前期課程及び保健医療学研究科修士課程の修了

の要件) 
(博士前期課程及び保健医療学研究科修士課程の修了

の要件) 

第30条 博士前期課程及び保健医療学研究科修士課程

の修了の要件は、当該課程に2年以上在学し、30単位

以上を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、

修士論文の審査及び最終試験に合格することとす

る。 
  ただし、体育学研究科の体育実践学学位プログラ

ム及びコーチング実践学学位プログラムについて

は、修士論文に代わり、実践の場における課題につ

いての研究成果の審査とする。 

第29条 博士前期課程及び保健医療学研究科修士課程

の修了の要件は、当該課程に2年以上在学し、30単位

以上を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、

修士論文の審査及び最終試験に合格することとす

る。 
（挿入） 
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２ 前項における修士論文の審査は、課程の目的に応

じ適当と認められるときは、特定の課題についての

研究成果の審査に代えることができる。 

２ 前項における修士論文の審査は、課程の目的に応

じ適当と認められるときは、特定の課題についての

研究成果の審査に代えることができる。 

(博士後期課程及び保健医療学研究科博士課程の修了

の要件) 
(博士後期課程及び保健医療学研究科博士課程の修了

の要件) 

第31条 博士後期課程及び保健医療学研究科博士課程

の修了の要件は、当該課程に3年以上在学し、体育学

研究科及び体育科学研究科は12単位以上、教育学研

究科は10単位以上、保健医療学研究科運動器柔道整

復学専攻は16単位以上、救急災害医療学専攻は28単
位以上を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、

博士論文の審査及び最終試験に合格することとす

る。 

第30条 博士後期課程及び保健医療学研究科博士課程

の修了の要件は、当該課程に3年以上在学し、（挿入）

体育科学研究科は12単位以上、教育学研究科は10単
位以上、保健医療学研究科運動器柔道整復学専攻は1
6単位以上、救急災害医療学専攻は28単位以上を修得

し、かつ、必要な研究指導を受けた上、博士論文の

審査及び最終試験に合格することとする。 

第32条～第54条（略） 
（入学者の納入金） 

第31条～第53条（略） 
（入学者の納入金） 

第55条 本学大学院に入学する者は、入学金、授業料

その他所定の学費等を、定められた期日までに納入

しなければならない。 

第54条 本学大学院に入学する者は、入学金、授業料

その他所定の学費等を、定められた期日までに納入

しなければならない。 

２ 本学大学院の入学金、授業料その他所定の学費等

の種類及び金額、並びに入学検定料については、別

表10の定めるところによる。 

２ 本学大学院の入学金、授業料その他所定の学費等

の種類及び金額、並びに入学検定料については、別

表8の定めるところによる。 

３ 再入学した者の学費は、別に定める場合を除くほ

か、その者の該当する年次の在学生と同額とする。 
３ 再入学した者の学費は、別に定める場合を除くほ

か、その者の該当する年次の在学生と同額とする。 

(本学大学院学生の学費等) (本学大学院学生の学費等) 

第56条 本学大学院学生は、別表10に定める授業料そ

の他所定の学費等を、定められた期日までに納入し

なければならない。 

第55条 本学大学院学生は、別表8に定める授業料その

他所定の学費等を、定められた期日までに納入しな

ければならない。 

２ 授業料その他所定の学費等の納入方法について

は、別に定める。 
２ 授業料その他所定の学費等の納入方法について

は、別に定める。 

第57条～第64条（略） 第56条～第63条 

第７章 学則の改正 第７章 学則の改正 

(学則の改正) (学則の改正) 

第65条 学則の改正は、学部長会の議を経て理事会が

行う。 
第64条 学則の改正は、学部長会の議を経て理事会が

行う。 

附 則〈昭和50年4月1日施行から令和2年4月1
日施行まで略〉 

附 則〈昭和50年4月1日施行から令和2年4月1
日施行まで略〉 
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   附 則 
（施行日） 
 この学則は、令和4年4月1日から施行する。 
 
別表１ 

体育学研究科体育学専攻 博士前期課程 
1．体育科学学位プログラム 
ア) 体育スポーツ文化社会学コース 

区分 授業科目 単位 修了所要単位

数 
備

考 
必修 選択 計 

共

通

科

目 

必

修 

体育スポーツ科学論A 2 10  10  
体育スポーツ科学論B 2 

体育スポーツ科学論C 2 

体育スポーツ科学研究法 

研究報告演習 

2 

2 

基

礎

科

目 

必

修 

体育スポーツ文化・社会

科学特論 

体育スポーツ文化・社会

科学研究法 

2 6  6  
2     

体育スポーツ文化・社会

科学演習 

2 

展

開

科

目 

選

択 

スポーツ史特論 2  10 10  
スポーツ人類学特論 2 
スポーツ哲学特論 2 
スポーツ社会学特論 2 
スポーツ史特論演習 2 
スポーツ人類学特論演

習 
スポーツ哲学特論演習 

2 
2 

スポーツ社会学特論演

習 
2 

武道学特論 2 
  

研

究

指

導

科

必

修 
研究指導Ⅰ 2 4  4  
研究指導Ⅱ 2 

（新設） 
 
 
 
 
 
（新設） 
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目 
計 20 10 30  

別記 
（履修方法） 
共通科目を10単位、所属するコースの基礎科目を6単
位、展開科目の中から10単位以上、研究指導科目を4
単位の計30単位以上修得すること。 
なお、展開科目については他の学位プログラム又は

コースの展開科目（身体教育・健康教育コースの選

択2～5を除く）を履修し、単位を修得することがで

きる。 
（修了要件） 
2年以上在学し、学位プログラムが定める修了に必要

な授業科目を30単位以上修得し、かつ、必要な研究

指導を受けた上、修士論文の審査及び最終試験に合

格することとする。 
 

イ)  トレーニング科学コース 
区分 授業科目 単位 修了所要単位

数 
備

考 
必修 選択 計 

共

通

科

目 

必

修 
体育スポーツ科学論A 2 10  10  
体育スポーツ科学論B 2 
体育スポーツ科学論C 2 
体育スポーツ科学研究法 
研究報告演習 

2 
2 

基
礎
科
目 

必
修 

トレーニング科学研究

法 
トレーニング科学特論

A 

2 6  6  
2     

トレーニング科学特論

B 
2 

展

開

科

目 

選

択 
トレーニング学特論 2  10 10  
スポーツ生理学特論 2 
アスレティックトレー

ニング学特論 
2 

スポーツ栄養学特論 2 
スポーツバイオメカニ 2 
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クス特論 
スポーツ心理学特論 2 
競技力向上サポート特

論 
 

2 
2 

研

究

指

導

科

目 

必

修 
研究指導Ⅰ 2 4  4  
研究指導Ⅱ 2 

計 20 10 30  

別記 
（履修方法） 
共通科目を10単位、所属するコースの基礎科目を6単
位、展開科目の中から10単位以上、研究指導科目を4
単位の計30単位以上修得すること。 
なお、展開科目については他の学位プログラム又は

コースの展開科目（身体教育・健康教育コースの選

択2～5を除く）を履修し、単位を修得することがで

きる。 
（修了要件） 
2年以上在学し、学位プログラムが定める修了に必要

な授業科目を30単位以上修得し、かつ、必要な研究

指導を受けた上、修士論文の審査及び最終試験に合

格することとする。 
 

ウ) 健康スポーツ医科学コース 
区分 授業科目 単位 修了所要単位

数 
備

考 
必修 選択 計 

共

通

科

目 

必

修 
体育スポーツ科学論A 2 10  10  
体育スポーツ科学論B 2 
体育スポーツ科学論C 2 
体育スポーツ科学研究法 
研究報告演習 

2 
2 

基
礎
科

必
修 

健康スポーツ医科学研

究法 
健康スポーツ医科学特

2 6  6  
2 
2 
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目 論A 
健康スポーツ医科学特

論B 
展

開

科

目 

選

択 
運動衛生学特論 2  10 10  
スポーツ医学特論 2 
運動生理学特論 2 
発育発達特論 2 
機能解剖学特論 2 
分子運動生理学特論 2 

スポーツ損傷特論 2 
  

研

究

指

導

科

目 

必

修 
研究指導Ⅰ 2 4  4  
研究指導Ⅱ 2 

計 20 10 30  

別記 
（履修方法） 
共通科目を10単位、所属するコースの基礎科目を6単
位、展開科目の中から10単位以上、研究指導科目を4
単位の計30単位以上修得すること。 
なお、展開科目については他の学位プログラム又は

コースの展開科目（身体教育・健康教育コースの選

択2～5を除く）を履修し、単位を修得することがで

きる。 
（修了要件） 
2年以上在学し、学位プログラムが定める修了に必要

な授業科目を30単位以上修得し、かつ、必要な研究

指導を受けた上、修士論文の審査及び最終試験に合

格することとする。 
 

エ)  身体教育・健康教育コース 
区分 授業科目 単位 修了所要単位

数 
備

考 
必修 選択 計 

共 必 体育スポーツ科学論A 2 10  10  
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通

科

目 

修 体育スポーツ科学論B 2 
体育スポーツ科学論C 2 
体育スポーツ科学研究法 
研究報告演習 

2 
2 

基
礎
科
目 

必
修 

身体教育・健康教育学研

究法 
身体教育・健康教育学Ａ

身体教育・健康教育学Ｂ

2 6  6  
2 
2 

    

展

開

科

目 

選

択

1 

身体教育学特論 2  6 10  
健康教育学特論 2 
学校保健学特論 2 
公衆衛生学特論 2 
養護教諭特論 2 
インクルーシブ体育特

論 
2 

教育心理学特論 2 
教育制度学特論 2 
授業づくり特論A 2 
授業づくり特論B 2 
授業づくり特論C 2 
授業づくり特論D 2 
  

選

択

2 
プラクティカムⅠ 1  1  

プラクティカムⅠ（養

護） 
1     

選

択

3 
プラクティカムⅡ 1  1  

プラクティカムⅡ（養

護） 
1   

選

択

4 
プラクティカムⅢ 1  1  

プラクティカムⅢ（養

護） 
1   

選

択

5 
プラクティカムⅣ 1  1  

プラクティカムⅣ（養

護） 
1     

研

究

指

導

必

修 
研究指導Ⅰ 2 4  4  
研究指導Ⅱ 2 
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科

目 
計 20 10 30  

別記 
（履修方法） 
共通科目を10単位、所属するコースの基礎科目を6単
位、展開科目の選択1から6単位以上、選択2から1単
位以上、選択3から1単位以上、選択4から1単位以上、

選択5から1単位以上、研究指導科目を4単位の計30
単位以上修得すること。 
なお、展開科目については他の学位プログラム又は

コースの展開科目を履修し、単位を修得することが

できる。 
（修了要件） 

2年以上在学し、学位プログラムが定める修了に必要

な授業科目を30単位以上修得し、かつ、必要な研究

指導を受けた上、修士論文の審査及び最終試験に合

格することとする。 
 

オ) スポーツマネジメントコース 
区分 授業科目 単位 修了所要単位

数 
備

考 
必修 選択 計 

共

通

科

目 

必

修 
体育スポーツ科学論A 2 10  10  
体育スポーツ科学論B 2 
体育スポーツ科学論C 2 
体育スポーツ科学研究法 
研究報告演習 

2 
2 

基
礎
科
目 

必
修 

スポーツマネジメント

特論 
スポーツマネジメント

研究法 

2 6  6  
2     

スポーツマネジメント

演習 
2 

展

開

科

目 

選

択 
トップスポーツマネジ

メント特論 
2  10 10  

スポーツクラブマネジ

メント特論 
2 
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健康スポーツマネジメ

ント特論 
2 

トップスポーツマネジ

メント特論演習 
2 

スポーツクラブマネジ

メント特論演習 
2 

健康スポーツマネジメ

ント特論演習 
2 

スポーツ政策学特論 
スポーツマーケティン

グ特論 

2 
2 

経営戦略特論 2 
  

研

究

指

導

科

目 

必

修 
研究指導Ⅰ 2 4  4  
研究指導Ⅱ 2 

計 20 10 30  
別記 
（履修方法） 
共通科目を10単位、所属するコースの基礎科目を6単
位、展開科目の中から10単位以上、研究指導科目を4
単位の計30単位以上修得すること。 
なお、展開科目については他の学位プログラム又は

コースの展開科目（身体教育・健康教育コースの選

択2～5を除く）を履修し、単位を修得することがで

きる。 
（修了要件） 
2年以上在学し、学位プログラムが定める修了に必要

な授業科目を30単位以上修得し、かつ、必要な研究

指導を受けた上、修士論文の審査及び最終試験に合

格することとする。 
 

２．体育実践学学位プログラム 
ア) 身体教育・健康教育コース 

区分 授業科目 単位 修了所要単位

数 
備

考 
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必修 選択 計 
共

通

科

目 

必

修 
体育スポーツ科学論A 2 10  10  
体育スポーツ科学論B 2 
体育スポーツ科学論C 2 
体育スポーツ科学研究法 
研究報告演習 

2 
2 

基
礎
科
目 

必
修 

身体教育・健康教育学研

究法 
身体教育・健康教育学Ａ

身体教育・健康教育学Ｂ

2 6  6  
2 
2 

    

展

開

科

目 

選

択

1 

身体教育学特論 2  6 10  
健康教育学特論 2 
学校保健学特論 2 
公衆衛生学特論 2 
養護教諭特論 2 
インクルーシブ体育特

論 
2 

教育心理学特論 2 
教育制度学特論 2 
授業づくり特論A 2 
授業づくり特論B 2 
授業づくり特論C 2 
授業づくり特論D 2 
  

選

択

2 
プラクティカムⅠ 1  1  

プラクティカムⅠ（養

護） 
1     

選

択

3 
プラクティカムⅡ 1  1  

プラクティカムⅡ（養

護） 
1   

選

択

4 
プラクティカムⅢ 1  1  

プラクティカムⅢ（養

護） 
1   

選

択

5 
プラクティカムⅣ 1  1  

プラクティカムⅣ（養

護） 
1     

研 必 研究指導Ⅰ 2 4  4  
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究

指

導

科

目 

修 研究指導Ⅱ 2 

計 20 10 30  

別記 
（履修方法） 

共通科目を10単位、所属するコースの基礎科目を6単
位、展開科目の中から10単位以上、研究指導科目を4
単位の計30単位以上修得すること。 
なお、展開科目については他の学位プログラム又は

コースの展開科目（身体教育・健康教育コースの選

択2～5を除く）を履修し、単位を修得することがで

きる。 
（修了要件） 

2年以上在学し、学位プログラムが定める修了に必要

な授業科目を30単位以上修得し、かつ、必要な研究

指導を受けた上、修士論文に代わる実践の場におけ

る課題についての研究成果の審査及び最終試験に合

格することとする。 
 
 

イ) スポーツマネジメントコース 
区分 授業科目 単位 修了所要単位

数 
備

考 
必修 選択 計 

共

通

科

目 

必

修 
体育スポーツ科学論A 2 10  10  
体育スポーツ科学論B 2 
体育スポーツ科学論C 2 
体育スポーツ科学研究法 
研究報告演習 

2 
2 

基
礎
科
目 

必
修 

スポーツマネジメント

特論 
スポーツマネジメント

研究法 

2 6  6  
2     

スポーツマネジメント

演習 
2 

展 選 トップスポーツマネジ 2  10 10  
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開

科

目 

択 メント特論 
スポーツクラブマネジ

メント特論 
2 

健康スポーツマネジメ

ント特論 
2 

トップスポーツマネジ

メント特論演習 
2 

スポーツクラブマネジ

メント特論演習 
2 

健康スポーツマネジメ

ント特論演習 
2 

スポーツ政策学特論 
スポーツマーケティン

グ特論 

2 
2 

経営戦略特論 2 
  

研

究

指

導

科

目 

必

修 
研究指導Ⅰ 2 4  4  
研究指導Ⅱ 2 

計 20 10 30  
（履修方法） 
共通科目を10単位、所属するコースの基礎科目を6単
位、展開科目の中から10単位以上、研究指導科目を4
単位の計30単位以上修得すること。 
なお、展開科目については他の学位プログラム又は

コースの展開科目（身体教育・健康教育コースの選

択2～5を除く）を履修し、単位を修得することがで

きる。 
（修了要件） 

2年以上在学し、学位プログラムが定める修了に必要

な授業科目を30単位以上修得し、かつ、必要な研究

指導を受けた上、修士論文に代わる実践の場におけ

る課題についての研究成果の審査及び最終試験に合

格することとする。 
 

３．コーチング科学学位プログラム 
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区分 授業科目 単位 修了所要単位

数 
備

考 
必修 選択 計 

共

通

科

目 

必

修 
体育スポーツ科学論A 2 10  10  
体育スポーツ科学論B 2 
体育スポーツ科学論C 2 
体育スポーツ科学研究法 
研究報告演習 

2 
2 

基
礎
科
目 

必
修 

コーチング学特論 
コーチング学研究法 

2 8  8  
2     

コーチング学演習Ⅰ 
コーチ育成論Ⅰ 

2 
2 

展

開

科

目 

選

択 
スポーツの危機管理（ｱﾝﾁﾄﾞ

ｰﾋﾟﾝｸﾞを含む） 
2  8 8  

コーチングのエスノグラフ

ィー 
2 

コーチングのバイオメカニ

クス 
2 

スポーツ戦術論 2 
個人型スポーツコーチング

論 
2 

チーム型スポーツコーチン

グ論 
2 

対人型スポーツコーチング

論 
競技者体力学特論 

2 
2 

コーチング学演習Ⅱ 2 
コーチング実践演習Ⅰ（プ

ラクティカム） 
2 

コーチのための英語コミュ

ニケーション 
2 

コーチ育成論Ⅱ 2 
パフォーマンス分析特論 2 
コーチング実践演習Ⅱ（プ

ラクティカム） 
2 

  
  

指必研究指導Ⅰ 2 4  4  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

72



学則（新旧）－20 

導

科

目 

修 研究指導Ⅱ 2 

計 22 8 30  
別記 

（履修方法） 
共通科目を10単位、所属する学位プログラムの基礎

科目を8単位、展開科目の中から8単位以上、研究指

導科目を4単位の計30単位以上修得すること。 
なお、展開科目については他の学位プログラムのコ

ースの展開科目（身体教育・健康教育コースの選択2
～5を除く）を履修することができる。 

（修了要件） 
2年以上在学し、学位プログラムが定める修了に必要

な授業科目を30単位以上修得し、かつ、必要な研究

指導を受けた上、修士論文の審査及び最終試験に合

格することとする。 
 

４．コーチング実践学学位プログラム 
区分 授業科目 単位 修了所要単位

数 
備

考 
必修 選択 計 

共

通

科

目 

必

修 
体育スポーツ科学論A 2 10  10  
体育スポーツ科学論B 2 
体育スポーツ科学論C 2 
体育スポーツ科学研究法 
研究報告演習 

2 
2 

基
礎
科
目 

必
修 

コーチング学特論 
コーチング学研究法 

2 8  8  
2     

コーチング学演習Ⅰ 
コーチ育成論Ⅰ 

2 
2 

展

開

科

目 

選

択 
スポーツの危機管理（ｱﾝﾁﾄﾞ

ｰﾋﾟﾝｸﾞを含む） 
2  8 8  

コーチングのエスノグラフ

ィー 
2 

コーチングのバイオメカニ

クス 
2 

スポーツ戦術論 2 
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個人型スポーツコーチング

論 
2 

チーム型スポーツコーチン

グ論 
2 

対人型スポーツコーチング

論 
競技者体力学特論 

2 
2 

コーチング学演習Ⅱ 2 
コーチング実践演習Ⅰ（プ

ラクティカム） 
2 

コーチのための英語コミュ

ニケーション 
2 

コーチ育成論Ⅱ 2 
パフォーマンス分析特論 2 
コーチング実践演習Ⅱ（プ

ラクティカム） 
2 

  
  

指

導

科

目 

必

修 
研究指導Ⅰ 2 4  4  
研究指導Ⅱ 2 

計 22 8 30  
別記 

（履修方法） 
共通科目を10単位、所属する学位プログラムの基礎

科目を8単位、展開科目の中から8単位以上、研究指

導科目を4単位の計30単位以上修得すること。 
なお、展開科目については他の学位プログラムのコ

ースの展開科目（身体教育・健康教育コースの選択2
～5を除く）を履修することができる。 

（修了要件） 
2年以上在学し、学位プログラムが定める修了に必要

な授業科目を30単位以上修得し、かつ、必要な研究

指導を受けた上、修士論文に代わる実践の場におけ

る課題についての研究成果の審査及び最終試験に合

格することとする。 
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別表2 
体育学研究科体育学専攻 博士後期課程 

１．体育科学学位プログラム 
ア) 体育スポーツ文化社会学コース 

区分 授業科目 単位

数 
修了所要単位数 
必修 選択 

 
計 

共通

科目 
研究報告演習 2 2  2 
英語論文ライティング 2   

専修

科目 
体育スポーツ文化社会学特

論 
2 4  4 

体育スポーツ文化社会学研

究法 
2 

研究

指導

科目 

特別研究指導Ⅰ 2 6  6 
特別研究指導Ⅱ 2 
特別研究指導Ⅲ 2 

計 12  12 
別記  

（履修方法） 
共通科目から必修科目2単位、所属するコースの専修

科目を4単位、研究指導科目を6単位修得し、計12単
位以上修得すること。 
なお、コーチング科学学位プログラム及び他のコー

スの専修科目を履修することができるが、修了要件

単位数には含まれない。 
（修了要件） 

3年以上在学し、学位プログラムが定める修了に必要

な授業科目を12単位以上修得し、かつ、必要な研究

指導を受けた上、博士論文の審査及び最終試験に合

格することとする。 
 
イ) トレーニング科学コース 

区分 授業科目 単位

数 
修了所要単位数 
必修 選択 

 
計 

共通

科目 
研究報告演習 2 2  2 
英語論文ライティング 2   

 
（新設） 
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専修

科目 
トレーニング科学特論  4  4 
トレーニング科学研究法  

研究

指導

科目 

特別研究指導Ⅰ 2 6  6 
特別研究指導Ⅱ 2 
特別研究指導Ⅲ 2 

計 12  12 
別記  

（履修方法） 
共通科目から必修科目2単位、所属するコースの専修

科目を4単位、研究指導科目を6単位修得し、計12単
位以上修得すること。 
なお、コーチング科学学位プログラム及び他のコー

スの専修科目を履修することができるが、修了要件

単位数には含まれない。 
（修了要件） 

3年以上在学し、学位プログラムが定める修了に必要

な授業科目を12単位以上修得し、かつ、必要な研究

指導を受けた上、博士論文の審査及び最終試験に合

格することとする。 
 
ウ) 健康スポーツ医科学コース 

区分 授業科目 単位

数 
修了所要単位数 
必修 選択 

 
計 

共通

科目 
研究報告演習 2 2  2 
英語論文ライティング 2   

専修

科目 
健康スポーツ医科学特論  4  4 
健康スポーツ医科学学研究

法 
 

研究

指導

科目 

特別研究指導Ⅰ 2 6  6 
特別研究指導Ⅱ 2 
特別研究指導Ⅲ 2 

計 12  12 
別記  

（履修方法） 
共通科目から必修科目2単位、所属するコースの専修

科目を4単位、研究指導科目を6単位修得し、計12単
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位以上修得すること。 
なお、コーチング科学学位プログラム及び他のコー

スの専修科目を履修することができるが、修了要件

単位数には含まれない。 
（修了要件） 

3年以上在学し、学位プログラムが定める修了に必要

な授業科目を12単位以上修得し、かつ、必要な研究

指導を受けた上、博士論文の審査及び最終試験に合

格することとする。 
 

エ) 身体教育・健康教育コース 
区分 授業科目 単位

数 
修了所要単位数 
必修 選択 

 
計 

共通

科目 
研究報告演習 2 2  2 
英語論文ライティング 2   

専修

科目 
身体教育・健康教育学特論  4  4 
身体教育・健康教育学研究

法 
 

研究

指導

科目 

特別研究指導Ⅰ 2 6  6 
特別研究指導Ⅱ 2 
特別研究指導Ⅲ 2 

計 12  12 
別記  

（履修方法） 
共通科目から必修科目2単位、所属するコースの専修

科目を4単位、研究指導科目を6単位修得し、計12単
位以上修得すること。 
なお、コーチング科学学位プログラム及び他のコー

スの専修科目を履修することができるが、修了要件

単位数には含まれない。 
（修了要件） 

3年以上在学し、学位プログラムが定める修了に必要

な授業科目を12単位以上修得し、かつ、必要な研究

指導を受けた上、博士論文の審査及び最終試験に合

格することとする。 
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 ２．コーチング科学学位プログラム 
区分 授業科目 単位

数 
修了所要単位数 
必修 選択 

 
計 

共通

科目 
研究報告演習 2 2  2 
英語論文ライティング 2   

専修

科目 
コーチ育成特論  4  4 
コーチング学研究法特論  

研究

指導

科目 

特別研究指導Ⅰ 2 6  6 
特別研究指導Ⅱ 2 
特別研究指導Ⅲ 2 

計 12  12 
別記  
（履修方法） 
共通科目から必修科目2単位、コーチング科学学位プ

ログラムの専修科目を4単位、研究指導科目を6単位

修得し、計12単位以上修得すること。 
なお、体育科学学位プログラムの専修科目を履修す

ることができるが、修了要件単位数には含まれない。 
（修了要件） 
3年以上在学し、学位プログラムが定める修了に必要

な授業科目を12単位以上修得し、かつ、必要な研究

指導を受けた上、博士論文の審査及び最終試験に合

格することとする。 
 

別表3～別表９（略） 別表１～別表７（略） 

別表１０(第54条第2項及び第55条第1項関係) 別表８(第54条第2項及び第55条第1項関係) 

学費等(体育学研究科、体育科学研究科) 学費等(（挿入）体育科学研究科) 

入学金 300,000円
授業料 738,000円
健康管理費 10,000円

 

入学金 300,000円
授業料 738,000円
健康管理費 10,000円

 

入学検定料 35,000円
 

入学検定料 35,000円
 

注 注 

1 入学金は、入学時に納入する。 1 入学金は、入学時に納入する。 

2 日本体育大学の卒業生は、入学金の半額を免除

する。 
2 日本体育大学の卒業生は、入学金の半額を免除

する。 
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3 博士前期課程又は保健医療学研究科修士課程

を修了し、修了翌年度に博士後期課程に入学す

る場合には、入学金の全額を免除する。 

3 博士前期課程又は保健医療学研究科修士課程

を修了し、修了翌年度に博士後期課程に入学す

る場合には、入学金の全額を免除する。 

4 博士前期課程又は保健医療学研究科修士課程

を修了し、博士後期課程に入学する場合には、

入学金の半額を免除する。 

4 博士前期課程又は保健医療学研究科修士課程

を修了し、博士後期課程に入学する場合には、

入学金の半額を免除する。 

5 授業料及び健康管理費は、毎年次納入する。 5 授業料及び健康管理費は、毎年次納入する。 

学費等(教育学研究科) 学費等(教育学研究科) 

入学金 300,000円
授業料 800,000円
健康管理費 10,000円

 

入学金 300,000円
授業料 800,000円
健康管理費 10,000円

 

入学検定料 35,000円
 

入学検定料 35,000円
 

注 注 

1 入学金は、入学時に納入する。 1 入学金は、入学時に納入する。 

2 日本体育大学の卒業生は、入学金の半額を免除

する。 
2 日本体育大学の卒業生は、入学金の半額を免除

する。 

3 博士前期課程又は保健医療学研究科修士課程

を修了し、修了翌年度に博士後期課程に入学す

る場合には、入学金の全額を免除する。 

3 博士前期課程又は保健医療学研究科修士課程

を修了し、修了翌年度に博士後期課程に入学す

る場合には、入学金の全額を免除する。 

4 博士前期課程又は保健医療学研究科修士課程

を修了し、博士後期課程に入学する場合には、

入学金の半額を免除する。 

4 博士前期課程又は保健医療学研究科修士課程

を修了し、博士後期課程に入学する場合には、

入学金の半額を免除する。 

5 現に小学校教諭である者は、その在職中、授業

料のうち10万円を免除する。 
5 現に小学校教諭である者は、その在職中、授業

料のうち10万円を免除する。 

6 授業料及び健康管理費は、毎年次納入する。 6 授業料及び健康管理費は、毎年次納入する。 

学費等(保健医療学研究科) 学費等(保健医療学研究科) 

入学金 300,000円
授業料 800,000円
健康管理費 10,000円

 

入学金 300,000円
授業料 800,000円
健康管理費 10,000円

 

入学検定料 35,000円
 

入学検定料 35,000円
 

注 注 

1 入学金は、入学時に納入する。 1 入学金は、入学時に納入する。 

2 日本体育大学の卒業生は、入学金の半額を免除

する。 
2 日本体育大学の卒業生は、入学金の半額を免除

する。 

3 保健医療学研究科修士課程又は博士前期課程 3 保健医療学研究科修士課程又は博士前期課程
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を修了し、修了翌年度に保健医療学研究科博士

課程に入学する者は、入学金の全額を免除する。 
を修了し、修了翌年度に保健医療学研究科博士

課程に入学する者は、入学金の全額を免除する。 

4 保健医療学研究科修士課程又は博士前期課程

を修了し、保健医療学研究科博士課程に入学す

る者は、入学金の半額を免除する。 

4 保健医療学研究科修士課程又は博士前期課程

を修了し、保健医療学研究科博士課程に入学す

る者は、入学金の半額を免除する。 

5 授業料及び健康管理費は、毎年次納入する。 5 授業料及び健康管理費は、毎年次納入する。 
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研究科委員会規程－1 

〇日本体育大学大学院研究科委員会規程（案） 

昭和 50 年 7 月 18 日 

理事会制定 

 

(趣旨) 

第 1 条 この規程は、日本体育大学大学院学則第 8 条第 2 項の規定に基づき、日本体育大

学体育学研究科委員会、日本体育大学大学院体育科学研究科委員会、日本体育大学院教育

学研究科委員会及び日本体育大学大学院保健医療学研究科委員会(以下、それぞれを「研

究科委員会」という。)の組織及び運営について必要な事項を定める。 

(組織) 

第 2 条 研究科委員会は、研究指導教員をもって組織する。 

(委員長及び会議の招集) 

第 3 条 研究科委員会に委員長を置く。 

2 委員長は研究科長をもって充て、会議を招集し、議長となる。 

3 研究科委員会は、委員長が必要と認めたとき又は構成員の 3 分の 1 以上から付議すべき

事項を示して委員会の招集の要請があったときに、招集するものとする。 

4 委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委員長が指名する者が

その職務を代行する。 

(審議) 

第 4 条 研究科委員会は、次に掲げる事項について学長が決定を行うに当り、意見を述べ

るものとする。 

(1) 学生の入学、課程の修了及び学位の授与に関する事項 

(2) 前号のほか、教育研究に関する重要な事項で、研究科委員会の意見を聴くことが必要

なものとして学長が定める事項 

2 研究科委員会は、前項に定める事項のほか、学長・研究科長がつかさどる教育研究に関

する事項を審議するとともに、学長・研究科長の求めに応じ、意見を述べることができる。

なお、教育研究に関する事項とは、次に掲げる事項をいう。また、審議とは、論議し、検

討することを意味し、決定権を含意するものではない。 

(1) 授業及び試験等に関する事項 

(2) 学生の休学及び留学等に関する事項 

(3) 学生の生活指導、福利厚生、奨学及び就職等に関する事項 

(4) 学生の表彰及び懲罰に関する事項 
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(5) 研究計画、共同研究及び受託研究その他研究に関する事項 

(6) 教育研究における教員の人事に関する事項 

(7) 教育研究における大学院の施設及び設備並びに運営及び予算に関する事項 

(8) 教育研究における予算に関する事項 

(9) 学部長会から、研究科委員会に意見を求められた事項 

(10) その他研究科の教育及び研究に関する事項 

3 前項のうち、体育学研究科博士後期課程、体育科学研究科博士後期課程、教育学研究科

博士後期課程および保健医療学研究科博士課程に係る事項については、当該課程の担当

教員で構成する委員会(以下「博士委員会」という。)において審議するものとする。 

(議案の提出) 

第 5 条 議案は原則として委員長が提出する。 

2 研究科委員会の構成員は、議案を研究科委員会に提出することができる。この場合、3 人

以上の賛成者の連署を必要とし、その理由を付し、あらかじめ委員長に提出しなければな

らない。 

3 第 9 条第 1 項に定める常設委員会の委員長は、審議事項について、当該委員会の議決に

より議案を研究科委員会に提出することができる。ただし、提案の理由を付し、あらかじ

め委員長に提出しなければならない。 

(修正動議) 

第 6 条 研究科委員会の構成員は、議案に対する修正動議を提出することができる。 

2 修正動議の提出に当たっては、1 人以上の賛成者を必要とする。 

(定足数並びに議決及び決定) 

第 7 条 研究科委員会は、構成員(公務出張を命じられた者、休職及び停職中の者を除く。)

の 3 分の 2 以上の出席がなければ、議事を開くことができない。 

2 研究科委員会は、第 4 条の審議において意見を述べるに当り、議決することができる。

なお、審議事項に係る判断(最終決定)は、学長が行う。 

3 研究科委員会の議事は、出席者の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するとこ

ろによる。 

(事務局長の出席) 

第 8 条 事務局長(事務局長に事故がある時は、その代理者)は、研究科委員会に出席し、議

長の求めに応じ議事について意見を述べることができる。 

2 議長が必要と認めたときは、関係職員を研究科委員会に出席させ意見を述べさせること

ができる。 
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(博士委員会、学位プログラム・コース主任会議、専攻・学系主任会議、専攻・コース主

任会議及び常設委員会の設置等) 

第 9 条 研究科委員会の審議事項を事前に審議し、研究科委員会に議案を提出又は審議の

結果を報告するため、大学院に常設委員会を置く。また、体育学研究科委員会に学位プロ

グラム・コース主任会議を、体育科学研究科委員会に博士委員会及び専攻・学系主任会議

を、教育学研究科委員会に博士委員会を、保健医療学研究科委員会に専攻・コース主任会

議を、それぞれ置き、必要な事項を常設委員会に付託する。 

2 博士委員会に関し、必要な事項は別に定める。 

3 博士委員会の委員長は研究科長をもって充てる。 

4 学位プログラム・コース主任会議に関し、必要な事項は別に定める。 

5 学位プログラム・コース主任会議の議長は研究科長をもって充てる。 

6 専攻・学系主任会議に関し、必要な事項は別に定める。 

7 専攻・学系主任会議の議長は研究科長をもって充てる。 

8 専攻・コース主任会議に関し、必要な事項は別に定める。 

9 専攻・コース主任会議の議長は研究科長をもって充てる。 

10 第 1 項の常設委員会は、研究科委員会から付託を受けた事項を審議し、又はその所管

事項について、自ら調査、審議する。 

11 第 1 項に定める常設委員会は、研究科担当教員審査委員会、研究科入学試験委員会、研

究科教務委員会、日本体育大学大学院学術奨励賞選考委員会及び奨学金及び奨学生に関

する選考委員会とし、必要な事項は、別に定める。 

(事務) 

第 10 条 研究科委員会の事務は、大学院教学センターが行う。 

(雑則) 

第 11 条 この規程に定めるもののほか、研究科委員会の運営について必要な事項は、研究

科委員会が定める。 

(改廃) 

第 12 条 この規程の改廃は、研究科委員会及び学部長会の議を経て理事会が行う。 

附 則 

この規程は、昭和 50 年 7 月 18 日から施行し、昭和 50 年 4 月 1 日から適用する。 

附 則 

この規程は、昭和 55 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 
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この規定は、平成 7 年 10 月 11 日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成 10 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

(施行日) 

この規程は、平成 18 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

(施行日) 

この規程は、平成 19 年 5 月 28 日から施行し、平成 19 年 4 月 1 日から適用する。 

附 則 

(施行日) 

この規程は、平成 23 年 5 月 23 日から施行し、平成 22 年 10 月 1 日から適用する。 

附 則 

(施行日) 

この規程は、平成 24 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

(施行日) 

この規程は、平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

(施行日) 

この規程は、平成 27 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

(施行日) 

この規程は、平成 29 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

(施行日) 

この規程は、平成 29 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

(施行日) 

この規程は、平成 30 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

(施行日) 
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この規程は、平成 31 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

(施行日) 

この規程は、令和 2 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

(施行日) 

 この規程は、令和 4 年 4 月 1 日から施行する。 
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